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コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンス

戦略（姿勢・考え方）
  基本的な考え方

    積水化学グループは、持続的な成長と中長期的な企業価値の
向上を図ることをコーポレート・ガバナンスの基本方針としており、
この基本方針は次期中期経営計画でも引き続き堅持します。
　その実現に向け、経営の透明性・公正性を高め、迅速な意思決
定を追求しています。同時に、社是に掲げる社会的価値の創造を
通して、当社グループが重視する「お客様」、「株主」、「従業員」、「取
引先」、「地域社会・地球環境」の5つのステークホルダーの期待に
応え続けていきます。

  SEKISUIコーポレート・ガバナンス原則
   当社は、コーポレート・ガバナンス向上の取り組みを一層進化させ、
ステークホルダーに対して、当社の考え方と取り組みについてお伝え
することを目的として、「SEKISUIコーポレート・ガバナンス原則」を制
定・公表しています。
　上記原則に加えて、「コーポレートガバナンス・コード」における基
本原則・原則・補充原則の当社の取り組み状況や考え方について、

「コーポレートガバナンス・コード各原則への取り組みについて」とし
て取りまとめ、公表しています。
　当社の「コーポレート・ガバナンス報告書」、「SEKISUI コーポレー
ト・ガバナンス原則」、「コーポレートガバナンス・コード各原則への取
り組みについて」は、いずれも以下のウェブサイトで公表しています。

ガバナンス
  機関設計

　積水化学は、会社法上の機関設計として、監査役会設置会社を
選択しています。カンパニー制のもと、各カンパニーの事業環境変
化に迅速に対応するため、監督機能（取締役）と業務執行機能（執
行役員）の分離を行うことを目的とした執行役員制度を導入してい
ます。

機関の設計 監査役会設置会社

取締役の合計人数 12名（社内7、社外5）
※うち女性取締役3名

社外（独立）役員比率 41.7%

女性取締役比率 25.0%

取締役の任期 1年

執行役員制度の採用 有

社長の意思決定を補佐する機関 政策会議

取締役会の任意諮問機関 指名・報酬等諮問委員会および
ダイバーシティ推進委員会を設置

コーポレート・ガバナンス強化に向けたこれまでの取り組み
1999

理念体系

ガバナンス
強化の
取り組み

2009 2015 2020

59年　社是　3S精神　制定

99年～　企業理念 14年　見直しにより社是・グループビジョンへ統合

09年～　グループビジョン

01年　カンパニー制導入

07年　取締役任期を2年から1年に短縮

08年　執行役員制度導入

08年～　独立社外取締役　2名 22年～　5名

03年～　社外監査役に品質の専門家を選任　07年～　法律、会計、品質の専門家体制に

16年～　指名・報酬等諮問委員会

22年～　ダイバーシティ推進委員会

15年　SEKISUIコーポレート・ガバナンス原則　制定コーポレート・ガバナンス
https://www.sekisui.co.jp/company/outline/governance/

WEB
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コーポレート・ガバナンス

  取締役会の役割・責務
　取締役会は、全社基本方針の決定や高度な経営判断、業務執行
の監督を行う機関と位置付けています。
　非業務執行取締役である会長が取締役会議長を務めるととも
に、十分な独立性を有する社外取締役を選任することにより、取締
役に対する実効性の高い監督体制を構築し、経営の透明性、公正
性を確保しています。
　取締役には原則として、取締役会に100%出席することを要請し
ています。

  取締役会の構成
　当社は、取締役の員数を15名以内としており、そのうち複数の社外
取締役を選任することとしています。
　当社の取締役会は、優れた人格・見識・高い倫理観を有し、かつ知
識・経験・能力を備えている取締役によって構成しています。
　また、社外監査役を含む監査役全員が取締役会に出席することと
しています。監査役は、1名以上に企業財務・会計、また1名以上に法
制度に関する知識と知見を備えている人物を選任することとしてい
ます。
　当社は事業領域・規模に応じた適切な意思決定を行うために、取
締役会メンバーの多様性と適正人数を保つこととしています。
　社内取締役に事業のトップであるカンパニープレジデントと豊富
な経験・専門性を有するコーポレートの統括役員を選任し、広範な知
識と経験を有する複数の独立社外取締役、専門性を備えた監査役を
含めて、多様性・規模の適正性、能力のバランスを確保し、取締役会
の役割・責務を実効的に果たしています。加えて、2022年6月の定時
株主総会以降、継続して女性取締役3名が選任されています。
　以上のことから、当社の取締役会メンバーの多様性は、スキル・
ジェンダーのいずれの観点でも確保されているものと考えています。

選任・解任

取締役会 取締役12名
（うち社外取締役5名）

ダイバーシティ推進委員会

環境分科会 サステナビリティ
委員会

CS品質分科会 R&D委員会

監査室人材分科会

コンプライアンス分科会

安全分科会

関係会社DX分科会

人権分科会

代表取締役社長 政策会議

予算会議

各カンパニー執行役員会

選任・解任

監査役会
監査役5名

（うち社外監査役3名）

選任・解任

会計監査人

関係会社監査役

株主総会

監査 連携

監査 監査

連携 連携

監査監査
事業部門・コーポレート各部

指名・報酬等諮問委員会

コーポレート・ガバナンス体制図 ※2026年4月1日時点

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
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コーポレート・ガバナンス

取締役・監査役の出席状況 役員の年齢構成について ※ 2026年3月31日時点

氏名 当社における
地位

在任年数
（2026年6月

株主総会
終結時）   

取締役会への
出席状況

（2025年度）

監査役会への
出席状況

（2025年度）

指名・報酬等
諮問委員会への

出席状況
（2025年度）

ダイバーシティ
推進委員会への

出席状況
（2025年度）

加藤　敬太 取締役 12年 100%
（17/17回） ― 100%

（9/9回）
100%

（3/3回）

清水　郁輔 代表取締役社長
社長執行役員 7年 94%

（16/17回） ― 100%
（1/1回）

100%
（3/3回）

髙下　貞二 取締役 21年 100%
（17/17回） ― 100%

（8/8回）
100%

（2/2回）

平居　義幸 取締役
専務執行役員 11年 100%

（17/17回） ― ― ―

𠮷田　匡秀 取締役
専務執行役員 2年 100%

（17/17回） ― ― ―

浅野　陽 取締役
常務執行役員 1年 100%

（14/14回） ― ― ―

村上　和也 取締役
執行役員 5年 100%

（17/17回） ― ― 100%
（3/3回）

大枝　宏之 独立社外取締役 8年 100%
（17/17回） ― 100%

（9/9回）
100%

（3/3回）

野崎　治子 独立社外取締役 4年 100%
（17/17回） ― 100%

（9/9回）
100%

（3/3回）

肥塚　見春 独立社外取締役 4年 100%
（17/17回） ― 100%

（9/9回）
100%

（3/3回）

宮井　真千子 独立社外取締役 4年 100%
（17/17回） ― 100%

（9/9回）
100%

（3/3回）

畑中　好彦 独立社外取締役 3年 94%
（16/17回） ― 100%

（9/9回）
100%

（3/3回）

井津上　朋保 常勤監査役 3年 100%
（17/17回）

100%
（15/15回） ― ―

坂井　道生 常勤監査役 1年 100%
（14/14回）

100%
（11/11回） ― ―

蓑毛　良和 独立社外監査役 4年 100%
（17/17回）

100%
（15/15回） ― ―

新免　和久 独立社外監査役 3年 100%
（17/17回）

100%
（15/15回） ― ―

田中　健次 独立社外監査役 3年 100%
（17/17回）

100%
（15/15回） ― ―

30歳未満 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上

取締役年齢構成別人数
（人）

男性 0 0 0 2 7
女性 0 0 0 0 3

● 社外取締役
　当社グループとは異なるバックグラウンドにおける豊富な経営経験と専門的知見から監督および
助言をいただき、当社の企業価値向上に貢献いただくため、独立性の確保された社外取締役を選任
しています。特に当社が重点的に取り組みを進めているグローバル展開、ビジネスモデル革新、ESG
経営の強化等の施策に対して、多様で客観的な視点から助言を得ています。

大枝 宏之　社外取締役
　株式会社日清製粉グループ本社特別顧問を務めており、国内最大手製粉会社の経営者として培
われたグローバルな企業経営や経営戦略、海外M&Aの実施等幅広い経験と手腕を活かし、当社の
経営への助言や業務執行に対する適切な監督を行い、当社グループの企業価値向上に寄与してい
ただけるものと判断し、選任しています。

野崎 治子　社外取締役
　株式会社堀場製作所における人事、教育に関する経験と、ダイバーシティ推進、次世代育成等に関
する高い見識を持ち、現在は京都大学理事および西日本旅客鉄道株式会社社外取締役の職を務め
ています。当社取締役会において人材に関する知見を中心とした中長期的課題に対する的確な助言
を行っていただくことに期待し、それにより当社グループの企業価値向上に寄与していただけるもの
と判断したため、選任しています。

肥塚 見春　社外取締役
　株式会社髙島屋で代表取締役企画本部長、営業本部長を歴任され、経営陣の一員として、長年、同
社の経営に携わってきました。現在は南海電気鉄道株式会社の社外取締役の職を務めています。当
社取締役会において多様な業界における経験を活かし、多角的かつ的確な助言を行っていただくこ
とに期待し、それにより当社グループの企業価値向上に寄与していただけるものと判断したため、選
任しています。

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
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コーポレート・ガバナンス

宮井 真千子　社外取締役
　パナソニック株式会社で役員の職を歴任し、その後は森永製菓株式会社において取締役および
マーケティング部門の部門長を務める等、消費者を意識した職務を中心に、当社グループとは異なる
業界で幅広い職務経験を持っています。当社取締役会において豊富な経験と幅広い知見を活かし、
的確な助言を行っていただくことに期待し、それにより当社グループの企業価値向上に寄与してい
ただけるものと判断したため、選任しています。

畑中 好彦　社外取締役
　アステラス製薬株式会社で役員の職を歴任し、欧米等海外での豊富な経験で培われたグローバ
ル企業経営に関する幅広い見識に加え、経営企画責任者としての経験から企業統合等に関する高
い知見を有しています。これらの経験と実績から当社グループの経営に適切な助言を行っていただ
くことを期待し、企業価値向上に寄与していただけるものと判断したため、選任しています。

  取締役会の実効性に関する評価
　当社では、毎年、取締役会実効性評価アンケートを取締役・監査役向けに実施し、アンケート結果
をふまえて取締役会の実効性を評価しています。
　アンケートの結果から、取締役会では、喫緊に対応を要する明白な課題が存在しないことを確認し
たとともに、将来に向けた改善として、審議を拡充すべき経営上の重要議題の抽出を行っておりま
す。以上のことから、当社取締役会は、当社グループの企業価値向上に寄与し、適切に機能している
と判断しています。
　なお、2025年度は取締役会を17回開催し、重要な経営課題として、成長戦略（R&D、大型新規事
業、大型設備投資等）と基盤戦略（サステナビリティ委員会報告、デジタル変革、安全、コンプライアン
ス、CS品質等）を取りあげ、取締役会で十分な審議を行いました。
　取締役・監査役候補者の選定や個人別評価・報酬等の額は、指名・報酬等諮問委員会で審議を行
い、その答申を受け、取締役会で決定しました。指名・報酬等諮問委員会は、取締役会の構成および
実効性、ガバナンス強化の取り組み等の議論も含め、9回開催しました。

  取締役および監査役への支援および連携
　社外取締役に対しては、取締役会での審議の充実を図るため、取締役会資料の事前配布および事
務局担当役員による事前説明を行っています。また、就任時のオリエンテーション、事業説明会およ
び事業所視察等により、事業への理解を深める機会を継続的に提供しています。
　社外役員による経営監督の実効性を一層高めるため、委員の過半数が社外取締役である指名・報
酬等諮問委員会での審議を充実させる他、監査役や会計監査人との対話も実施しています。後継者
計画の観点では、株主総会後の新経営体制発足時に取締役・監査役・執行役員が一堂に会する機会
を設ける等、現経営陣と次期経営層候補者との接点も強化しています。

  事業への理解を深める機会
　当社および当社グループの幅広い事業内容についての理解を深めるため、毎年、社外役員による
事業所視察や、社外役員に対する事業説明会を実施しています。
　2025年度は、住宅カンパニー開発統括部において、新商品を中心とした視察を実施しました。

  経済、環境、社会項目に関する社外動向の把握
　四半期決算ごとに行う執行役員連絡会で決算発表の共有を実施しています。あわせて、社外から
講演者を招聘し、経営課題に直結する経済・環境・社会動向の最新情報、および他社・他業界の知見
を得るようにしています。

● 執行役員連絡会の2025年度講演テーマ
①第一法律事務所　弁護士　村中 徹様
　テーマ：「インサイダー取引の防止と役職員の責務」
②キリンホールディングス株式会社　代表取締役会長CEO最高経営責任者　磯崎 功典様
　テーマ：「キリンのCSV経営と未来への挑戦」
③りそなアセットマネジメント株式会社　執行役員　蔦谷 智之様
　テーマ：「株式アクティブファンドマネージャーの企業評価とエンゲージメント」
④一般社団法人　Japan Innovation Network　松本 毅様
　テーマ：「未来へ向けたイノベーションの起こし方」

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会
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コーポレート・ガバナンス

  指名・報酬等諮問委員会
　当社は、取締役会の機能を補完し、より経営の公正性・透明性を高めるため、指名・報酬等に関す
る任意の諮問委員会を設置しています。
　指名・報酬等諮問委員会は、経営陣幹部の選解任、取締役候補の指名、取締役の報酬制度・報酬
水準等、取締役会の実効性向上にかかる事項、元代表取締役社長等の顧問・相談役の委嘱や処遇等
を審議し、取締役会に意見の答申および助言を行います。
　指名・報酬等諮問委員会は、過半数を独立社外取締役とする7名の委員で構成し、委員長は独立
社外役員より選出します。

  役員の報酬等
● 報酬等の決定に関する方針

①基本方針
　当社役員の報酬制度は、当社グループの経営理念実現のために、次の方針を定めています。
・当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上に資するものであること
・当社役員が、株主と利益意識を共有し、株主重視の経営意識を高めるものであること
・当社役員にとって、経営計画の達成を動機づける業績連動性の高い報酬制度であること
・当社グループの競争力向上のため、多様で優れた経営人材を獲得し保持できる仕組みおよび水準

であること
②報酬の考え方
　当社の業務執行取締役の報酬等は、基本報酬、賞与、株式報酬で構成されています。
　社外取締役および監査役の報酬は、基本報酬のみで構成されています。

〈基本報酬〉
・月例の定額報酬※

・役員報酬枠の範囲内で、取締役の役割と責任に応じた一定額を支給
※ 業務執行取締役には、基本報酬のうち一定額を、役員持株会を通じて当社株式の購入を義務付ける

〈賞与〉
・ROE、配当額について一定基準を満たす場合に支給
・全社営業利益に連動した基準額に対し、職務別に設定した乗率、ならびに財務指標（営業利益、

ROIC等）および非財務指標（GHG排出量削減率、廃プラスチックマテリアルリサイクル率、挑戦行
動発現度、人材定着率、オープンイノベーション件数等）の目標達成度に連動したカンパニー別の乗
率（60～120%）を反映し決定

〈株式報酬〉
・中長期的な業績向上と企業価値の増大への貢献意欲を、一層高めるためのもの
・役位に応じたポイントを毎年付与し、在籍期間中の累積ポイントに相当する株式を退任時に交付

● 役員報酬の決定プロセス
　当社は、役員報酬制度の目的を達成するため、取締役会の諮問機関として、「指名・報酬等諮問委
員会」を設置しています。この委員会で取締役の報酬の仕組みと水準を審議し、個別報酬の妥当性を
検証しており、客観性・透明性ある手続きでなされています。以上の手続きをもって、取締役会は、当
該事業年度にかかる取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると判断してい
ます。

〈指名・報酬等諮問委員会の概要と報酬等の決定方法〉
・本委員会は、委員長（社外取締役）が招集する。
・本委員会の議案は各委員より上程され、事務局がこれを取りまとめて委員長に提示する。
・本委員会の審議結果は、委員長が取締役会に答申する。
・取締役の報酬等の決定方針については、本委員会の答申を尊重し、取締役会が最終的な方針決定

を行う。なお、本委員会の委員および取締役は、これらの決定にあたり、当社の企業価値ひいては
株主共同の利益に資するか否かの観点から行うことを要し、自己または当社の経営陣を含む第三
者の個人的利益を図ることを目的としてはならない。

・個人別の取締役報酬の具体的な支給額、支給時期および支給方法等は、取締役会の監督機能をよ
り一層強化するとともに、さらなる客観性と透明性を確保する観点から、指名・報酬等諮問委員会の
答申をふまえて取締役会で決定している。

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会



SUSTAINABILITY REPORT 2026
積水化学グループ
サステナビリティレポート

ページ
146

リスクマネジメント CS品質 法務・倫理 情報管理 イノベーション 知的財産マネジメント DX

HOME

146

コーポレート・ガバナンス

（注1） 上記には、2025年6月20日開催の第103回定時株主総会の終結の時をもって退任した取締役1名および監査役1名を含んでいます。
（注2） 上記報酬等の額には、使用人兼務取締役に支給した使用人分給与賞与相当額48百万円を含んでいません。

（金額：百万円）2025年度の役員報酬額

区分
基本報酬 賞与 株式報酬 計

対象人員 金額 対象人員 金額 対象人員 費用計上額 対象人員 総額

取締役 13名 418 7名 312 7名 109 13名 841

うち社外取締役 5名 72 －名 － －名 － 5名 72

監査役 6名 83 －名 － －名 － 6名 83

うち社外監査役 3名 36 －名 － －名 － 3名 36

● 役員の自社株保有ガイドライン
　取締役（社外取締役を除く）と執行役員を対象に、中長期的な業績向上と企業価値の増大への貢
献意欲を一層高めるため、「株式報酬制度」を導入しています。また、一定数以上の株式を保有する

「自社株保有ガイドライン」を設けています。

  執行役員制と執行役員会
　当社は、企業価値の最大化を図るべく、カンパニー制にもとづくマネジメント体制を構築していま
す。業務執行に専念する執行役員を各カンパニーに置くとともに、カンパニーの最高意思決定機関と
して執行役員会を設置し、取締役会から大幅な権限を委譲しています。執行役員の任期は1年とし、
取締役会の決議により選任します。
　カンパニーへの権限委譲により、取締役会は、積水化学グループの経営の基本方針決定と高度な
経営判断、業務執行の監督を担い、企業価値の継続的な向上に努めます。

  監査体制
● 監査役選任の考え方
　監査役は、常勤の社内監査役2名と非常勤の社外監査役3名の合計5名の体制です。1名以上に企
業財務・会計、1名以上に法制度、1名以上にメーカーとして極めて重要なモノづくり・CS 品質に関す
る知識と知見を備えた人材の登用を図っています。
　2025年度の社内監査役には、当社工場長および監査室長経験者を選任しています。
　社外監査役には、監査法人勤務経験を有する公認会計士、企業法務の経験が豊富な弁護士、品質
管理を専門とする大学教授の3名を選任しています。

  内部統制システム
　2006年5月、当社における業務の適正を確保するための内部統制システム構築に関する基本方針
を、取締役会で決議しました。
　具体的にはグループ経営理念にもとづく「企業行動指針」のもと、当社とグループ会社間の指揮・
命令、意思疎通の連携を密にしています。同時に、当社はグループ会社に対して指導・助言・評価を
行いながら、グループ全体としての業務の適正を図っています。

  内部統制システム全般
　当社およびグループ会社の内部統制システムを適切に整備・運用するため、当社の監査室は年間
の監査計画にもとづき、当社およびグループ会社の業務監査および会計監査を行い、業務執行が適
正かつ効率的に行われているかを監査しました。なお、内部監査の結果は、定期的に経営会議に報
告されます。さらに内部監査の指摘事項については、必要に応じその改善状況等が担当取締役また
は常勤監査役から取締役会に報告されています。

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会

株主総会招集通知 https://www.sekisui.co.jp/ir/event/meeting/WEB

https://www.sekisui.co.jp/ir/event/meeting/
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主な取り組み
  取締役の職務執行

　当社の経営方針および経営戦略にかかわる重要事項は、執行を担当する社内取締役を構成員と
する政策会議において議論を行い、その審議を経て取締役会において決定しました。

  監査役の職務執行
　監査役は、取締役会の他各種重要会議への出席、グループ会社を含む関係部署の調査や重要案
件の決裁書確認等により、内部統制システムの整備・運用状況の確認を行いました。また、自ら各拠
点を往査するとともに、内部監査部門や内部統制等を所管するコーポレート各部署からの報告を受
けています。2025年度は監査役会を15回開催し、これらの情報共有を図っています。会計監査人とは
定期的に相互の情報と意見交換を行い、連携を密にして監査の実効性を高めました。関係会社監査
役とは連絡会を開催し、監査役の連携強化、監査品質の向上を図っています。さらに、代表取締役と
定期的に会合を持ち、社外取締役とも意見交換を行いました。

  グループ会社の経営管理
　国内外の関係会社取扱規則や関係会社決裁基準要項等により、グループ会社から当社へ決裁・
報告を受ける体制を構築しています。また、当社の監査室による内部監査を実施するとともに、グ
ループ会社の監査役による監査の結果を当社監査役会で集約しています。

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会
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ガバナンス
  ERM（Enterprise Risk Management：全社的リスクマネジメント）の

　  取り組み
　企業を取り巻く事業環境が不確実性、複雑性を増す中、当社グループでは「リスク」と「機会」を適
切にマネジメントするためには、従業員の「リスク感性の向上」が不可欠と考え、リスクマネジメントに
関する国際標準規格ISO31000に沿ったPDCAサイクルを回し続けています。さらに、重大インシデン
トにつながる可能性が高い「全社重大リスク」を、コーポレート各専門部署が「安全、品質、会計、法務・
倫理、情報管理」の5領域に、2024年度以降、「人権、環境」を加えて特定し、対応にあたっています。さ
らに組織別リスク管理活動でアセスメントを行うことを必須化することで、重大インシデントの抑え込
みを図り、グループ内で共有・管理するERM体制を構築しました。定期的にリスクの変化を確認する
ことで、ERMの有効性を継続的に検証しています。 2025年度はコーポレート専門部署が実施する監
査やリスクアセスメント結果をリスク管理でも活用させる連携活動に着手しました。組織別リスク管理
活動では、各々の組織の事業目的にかかわるさまざまなリスクを網羅的に洗い出し、そのリスクを「結
果」と「起こりやすさ」等の観点から定量化します。

戦略（姿勢・考え方）
  リスクマネジメントの考え方

　激変する経営環境下で長期ビジョンを実現するためには、積極果断なリスクテイクおよびステーク
ホルダーの信頼・期待・安心感獲得が不可欠です。積水化学グループは、そのためにはリスクテイク
を可能とするリスクコントロール力とレジリエンス力が鍵になると考え、リスクマネジメントを経営基
盤の1つと位置付けて取り組んでいます。 
　当社グループがリスクマネジメントに取り組むにあたり、リスク事象の発生前後にある「リスク管
理」と「危機管理」を一元的に管理しています。これにより抜け漏れなく機動的なリスクマネジメントが
できると考え、未然防止と発生時の影響最小化を一体化させています。
　次期中期経営計画においては、メガトレンドから中長期的に当社に影響を与える「リスクと機会」
を検討した内容を当社のマテリアリティ（重要課題）へ接続させ、戦略策定から実行まで一貫性を
持った体制構築と運用を図っていきます。
　また全社重大リスクの低減に向けた全社取り組みは継続し、リスク管理活動（未然防止）と危機管
理の両面からリスクの極小化に努めていきます。

リスクマネジメント

一元管理

積水化学グループのリスクマネジメント（広義）

平時対策 有事対策

全社リスク管理（ＥＲＭ） 危機管理

リスク
事象

[A] [C]

[D]防災・BCP（事業継続計画）

危機への事前準備

発生させない
（頻度を下げる）対応

被害・影響を
小さくする対応

危機に備えて
組織別

アセスメント
（特定・分析・評価）

ローカルリスク
の選定・追加

全社重大リスク
の特定

[B]
各
事
業・現
場
組
織
の

状
況
確
認

領域別アセスメント
海外地域別アセスメント

未然防止 緊
急
時
対
応

二次的危機
発生防止

被害/影響
拡大防止

再発
防止

復旧

A、B：リスク管理の体制、取り組みについてP.149 C、D：危機管理の体制、取り組み参照P.150

リスク管理に関する文書

リスク管理に関連する全社的組織

文書名 制定年度 内容
リスク管理要領 2015 リスク管理の考え方と進め方に関する要領書

リスクマネジメント規則 2018 グループ規則で連結子会社にリスク管理活動を義務付け

組織名 設置年度 位置付け

サステナビリティ委員会 2007
リスク検討部会・各マテリアリティ分科会（安全、人材、コンプライアンス、CS品
質、環境、人権、DX※）からのインプットから施策を審議し、取締役会への報告を経
て全組織での次年度のリスク管理活動に反映（年2回）。

全社リスク検討部会 2020
内外環境の変化をふまえ、前年に特定した全社重大リスクの是正・修正、結果や
起こりやすさの変化の有無を審議。結果およびリスク低減策をサステナビリティ
委員会に上程（年1回）。

※2026年4月1日付でDX分科会へサイバーセキュリティ分科会を統合

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会
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取締役会

環境分科会

CS品質分科会

人材分科会

コンプライアンス分科会

安全分科会

DX分科会※2

人権分科会

各分科会
報告・審議

報告・審議

報告

報告

カンパニー
事業部

カンパニー
営業支店

工場・研究所
（国内）

関係子会社
（国内）

関係子会社
（海外）

モニタリング

全社方針

委 員 長 ：
副委員長 ：

委　　員 ：

代表取締役社長
専務執行役員
ESG経営推進部、財務部、経理部および
新事業開発部担当、経営戦略部長
3カンパニープレジデント含む取締役専務執行役員

サステナビリティ委員会

部会長※1 ：
メンバー ：
事 務 局 ：

代表取締役専務執行役員
専門部署管掌役員
ESG経営推進部

全社重大リスク・カンパニーリスク
領域別リスクのアセスメント

全社リスク検討部会

組織別ERM活動

コーポレート専門部署/RMG（事務局）

※1 部会長：当社におけるリスクマネジメント責任者の位置付け
※2 2026年4月1日付でDX分科会へサイバーセキュリティ分科会を統合

  リスクマネジメント活動の体制
　当社グループのリスク管理は、従来、多様な事業、業態を有するという特性にあわせ、各事業・組織
におけるリスク特定と対応（ボトムアップ型アプローチ）を中心に進めていました。2022年度以降は
連結売上高99%をカバーする組織が活動に参画しています。
　現中期経営計画ではこれに加え、全社の経営、事業継続へ多大な影響を及ぼす可能性があるリス
ク（全社重大リスク）を特定し、全社施策および各事業・組織施策に展開するトップダウン型アプロー
チの体制を構築・強化してきました。重大リスクを中心にリスク検討部会およびサステナビリティ委員
会において経営層とともにリスク評価、優先対応すべき施策の進捗、有効性を確認しています。リス
ク管理活動の前年度の結果と今年度の計画については、組織ごとにオーナー面談の場を設け、リス
クオーナーとリスクマネジャーに対するフィードバックと改善のアドバイスを毎年実施しています。
　次期中期経営計画では、グローバルでのリスク検知力の強化、各事業・組織と本社専門部署が一
体となったリスク低減力の強化に取り組みます。

リスクマネジメント体制（2026年4月1日現在）

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会
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全社緊急対策本部の初動対応（例：大規模地震発生時）

緊急事態発生直後の現場からカンパニー・コーポレートへの連絡手順

全社緊急対策本部の機能（例：大規模地震発生時）

全社・緊急対策本部 （優先順：①東京、②京都、③大阪）
本部長（社長）

危機管理担当役員

危機管理カンパニー受入責任者
カンパニー緊急対策本部

カンパニー
プレジデント

事務局長
事務局：安全環境G/RMG

情
報
シ
ス
テ
ム

広
報

法
務

秘
書

状況により
専門部署から
招集

本部長（プレジデント）

総
務
総
務

人
事

就業中 ⇒ 1時間後
休日昼間 ⇒  3時間後
夜間早朝 ⇒ 翌朝9時

⑥ミニ本部閉鎖
状況が不明

①震度6弱以上の大地震発生

②情報収集目的のミニ本部立上げ

⑦全社緊急対策本部
　の設置を提言

⑧全社緊急対策本部を設置

⑨情報をイントラネット
　で公開

③情報収集
　 従業員の安否
　 施設・設備の被災状況
　 通信状況
　 周辺インフラの被災状況
　 交通機関の状況

経過注視および
⑤状況判断④情報集約

被害が甚大・広域
全社的な支援が必要
社外対応が必要

軽微な被災

安否確認
完了

NO

YES
全社緊急対策本部
設置の告知

地震発生より

安否確認対象事業所
リスト作成・発信

安全環境グループ
リスクマネジメントグループ

被災情報 各拠点

ミニ本部立上げ目標時間

  国内危機管理組織体制

いつ

どこへ

安全確保・応急措置着手後、速やかに

カンパニー所属の事業所の場合

関連部署

社長（秘書）

コーポレートの受入部署カンパニーの受入部署

緊急事態発生

カンパニー所属以外の事業所の場合

緊急事態発生

   海外危機管理組織体制
危機管理担当役員

カンパニー・
コーポレート
危機管理担当者

統括会社
（北米地域長）

拠点長

事業所長
（工場）

事業所長
（事業所、営業所）

統括会社
（欧州地域長）

拠点長

事業所長
（工場）

事業所長
（事業所、営業所）

統括会社
（東南アジア・ 
 豪州地域長）

拠点長

事業所長
（工場）

事業所長
（事業所、営業所）

統括会社
（中国地域長）

拠点長

事業所長
（工場）

事業所長
（事業所、営業所）

台湾地域長

拠点長

事業所長
（工場）

事業所長
（事業所、営業所）

韓国地域長

拠点長

事業所長
（工場）

事業所長
（事業所、営業所）

海外危機管理事務局
事務局長：ESG経営推進部リスクマネジメントグループ長
事務局員：海外危機管理事務局長より任命された者
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● カンパニーリスクアセスメントの継続実施
　高機能ＰＣ独自の法務コンプライアンスのリスクアセスメントを統合させ、DDBリスクデータを活用
する取り組みに変更することで、特に海外でのＣＰＡ会議を通じたモニタリングが実践的に行われる
ようになりました。

　全社重大リスクにかかるリスクアセスメントをリスク管理活動の対象全組織で必須化しています
が、2023年度より住宅カンパニーではコンプライアンスリスクで重要と思われる業務リスクを特定し
て傘下の全組織のアセスメントに展開し、継続実施しています。

  危機管理
　2019年度末に発生したCOVID-19を契機に、前中期経営計画では本社主導で全組織のBCP整
備・刷新を行い、BCM体制を構築しました。現中期経営計画では、各組織にBCM推進責任者を置き
自律的訓練の実行と文書見直しを定着させ、弛まぬレベルアップに取り組んでいます。また、各組織
の新任BCM推進責任者向けの研修を実施する等、きめ細かいサポートを実施しています。

リスク管理と危機管理
  リスク管理

　組織別リスク管理活動は、独自のリスク管理システム『デジタルダッシュボード（DDB）』に登録する
ことによりリスク特定・評価やリスク対応の進捗の可視化が図られています。国内は2018年度、海外
は情報セキュリティ対応を経て2024年度よりDDBを導入しています。DDBには組織のリスクに全責
任を負うリスクオーナー、リスク管理の推進責任者であるリスクマネジャー、推進メンバーである協議
メンバーといった活動推進メンバーがアクセスできる環境を整備しており、各リスクへの対応状況や
推進状況をデータベース化し、組織間の相互参照によるリスク管理活動の効率化とアカウンタビリ
ティーを担保しています。また、これら活動はカンパニーおよび専門部署がモニタリングと指導にあ
たっています。

登録

データ集約・分析
リスクマネジメントグループ

モニタリング
専門部署・カンパニー・

監査室

D
E

リスクアセスメントシート

RMシート

リスクマトリクス

デジタル
ダッシュボード

共有・水平展開

DDB

取締役会
報告・審議

報告・審議

全社方針
サステナビリティ委員会

・全社重大リスクの報告、審議

・全社重大リスクの評価、特定の報告・審議

・全社リスク項目とリスクレベルを確認、検証
・全社重大リスクの特定、評価
・各リスク管理活動組織の活動状況確認

全社重大リスクの
アセスメント

全社リスク検討部会

組織別ERM活動（リスク管理システムを活用した運用）

組織・会社A

ヒートマップ

協議

全社ERM活動

全社ERM活動の概要

※ 大規模M&Aによる一時的な低下

2015 2016 2017 2018 2019 2021 20222011 2012 2013 2014

（%）

0

20

40

60

80

100

売上構成比率＝ ×100（%）リスク管理活動組織の売上高合計

44 46

65

80
89

89

93

93 93

※

グループ規則
リスクマネジメント
規則の制定・施行

コンプライアンス中心
にカンパニーリスクの
アセス開始（住宅）

内部統制システムの
基本方針の改正
（改正会社法対応）

リスクマネジメントグループ設置

リスクマネジメントproj発足

53

2020 2023

99 99

2024 2025

9994

・ERMと融合した組織別
リスク管理活動の導入
・全組織で全社重大リス
クアセスメント開始

積水化学グループの総売上高

99

階層別管理制の導入
2024年度住宅/2025年度
全カンパニーへ展開着手

活動開始 国内組織導入拡大
海外組織導入拡大

活動強化と
定着化

活動の
自立化

連結組織のリスク管理活動参画状況推移

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会



SUSTAINABILITY REPORT 2026
積水化学グループ
サステナビリティレポート

ページ
152

コーポレート・ガバナンス 情報管理 イノベーション DX

HOME

リスクマネジメント 法務・倫理 知的財産マネジメントCS品質

152

指標・目標
  目標

　当社グループは地震、パンデミックその他のインシデント発生時の影響の極小化を目的として、
BCP策定・運用率100%に向けた取り組みを行い、2022年度にBCP運用率100%を達成しました。現
中期経営計画に入り、2023年度から2024年度にかけてBCMサイクル（自主訓練、文書改訂）を回し、
実践的により機能するBCPとし、BCM運用定着とBCPのブラッシュアップを図りました。2025年度に
は各組織にBCM推進責任者を置き、BCM活動の自律的運営化を進めてきました。次期中期経営計
画ではサプライチェーンを含め、事業継続のために備えるべき課題の抽出と対応を強化していき
ます。
　同様にリスク管理活動については、国内においてはグループ各社の自立的リスク管理活動を強化
するために導入した階層別管理の仕組みを、2025年度はさらに上の階層による管理の仕組みを構
築し管理強化を図ってきました。海外においてはリスク管理システム（DDB）の海外展開を推進し、活
動全組織への導入を完了し、RHQによるモニタリングを可能にしました。次期中期経営計画ではその
仕組みを活用し、傘下の組織のさらなるガバナンス強化を図っていきます。

主な取り組み
  研修体系

　組織別リスク管理活動において各組織に置いているリスクマネジャー※の力量確保のため、新任リ
スクマネジャーの受講を必須とする研修を2017年度より毎年実施しており、2025年度は新組織や新
任のマネジャー23名に実施、累計で304名が受講しました。
　また、危機管理についても新規組織向けのBCP策定講座に加え、その有効性を維持するための訓
練とBCPの見直しを行うBCM活動を各組織において自律的な運営ができるよう、BCM推進責任者
研修を開催しました（2025年度対象＝32組織、73名）。
※ リスクマネジャー：各組織のリスク管理活動推進責任者

リスクマネジメント関連研修
カテゴリー 研修名称 対象 内容

リスク管理
新組織活動向け導入
オリエンテーション

新組織のリスク管理活動推
進メンバー（社長、リスクマネ
ジャー、各部署長）

リスクマネジメント（リスク管理と危機管理）の基本的
考え方とリスク管理の推進方法（リスク管理システム
の操作方法含む）

リスクマネジャー研修 新任リスクマネジャー 上記に加え、リスク管理の知識とスキルの深度化

危機管理

BCM責任者研修 各組織のBCM推進責任者 BCMに必要な知識と力量の習得

BCM訓練講座 BCM推進メンバー
机上訓練、被災想定をもとにしたmapを用いた危機対
応訓練を各組織で実践可能にするための講座

海外赴任前研修 海外赴任が決まった者
リスクマネジメント（リスク管理＋危機管理）研修全般
赴任先の文化風習タブー、犯罪に巻き込まれないた
めの知識や行動の注意点、大使館・領事館の情報等

海外出張前研修
全海外出張者、およびCランク
判定の国や地域に渡航しよう
とする者

e-ラーニング形式で渡航先の文化風習や行動の注意
点、大使館・領事館の情報等、危機管理に特化した内容
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  リスク管理活動
　現中期経営計画において階層別管理の実装により、各組織の活動の自立化と管理強化を図ってき
ました。具体的にはグループ各社の本社が重点取り組みをするリスクを傘下の支店等に展開し、進捗
管理する仕組みをリスク管理システム（DDB）にて構築し、ガバナンス強化を図りました。管理階層は

「カンパニー→グループ各社→本社→支店」となっており、各階層によるモニタリングにより統治を図
る仕組みとしました。海外組織においてもRHQによる地域ごとのモニタリングの仕組みを導入して管
理強化を図っています。現中期経営計画の活動にあたって、コーポレートは全組織に全社重大リスク
を、カンパニーは固有の重要なリスク（カンパニーリスク）のシナリオを提供し、傘下組織にアセスメン
トを必須化しております。これらリスクシナリオには各監査の結果や全社リスクCSAの結果も反映さ
せています。

  危機管理活動
　当社グループは、東日本大震災の経験をふまえ2011年度に危機管理体制を全面的に見直し、以
後その体制や仕組みを強化しています。危機管理活動は、「積水化学グループ危機管理要領」にもと
づき実施しています。
　コーポレート各専門部署とカンパニー担当者で構成する危機管理連絡会を年3回開催し（うち1回
は訓練）、事例研究や訓練を重ねています。具体的には全社対策本部メンバーが出席する訓練によ
り、緊急対策本部手順書の見直しや連携確認を実施しています。 また、毎年全従業員に対して緊急
事態初動手順書を配付しています。これにより、緊急時に個々人が適切な初動対応を取れるようにし
ています。また2019年度から、緊急事態でも従業員の安否が迅速に確認できるように、全従業員の携
帯電話等に安否確認アプリを実装しています。

  BCP（事業継続計画）の実装
　当社グループでは、事業戦略を支えるうえで必要不可欠なツールとして、BCPを位置付けていま
す。カンパニー制を採用し事業内容が多岐にわたる当社グループは、事業責任者（事業部長、事業会
社長等）それぞれが事業の内容に応じてBCPの必要性を個別に判断することを基本姿勢としていま
す。これをふまえ、事業継続マネジメント（BCM）の構築方法を規格化したISO22301に沿ったBCPの
策定とBCMの構築を推奨してきました。しかし、さまざまな脅威が増大している昨今、主要な経営資
源が中長期間にわたり喪失した場合の業務継続方法の決定とそのための備えの必要性が高まって
います。この状況をふまえ、2021年度からグループ全体の取り組みとして、すべての組織において、

「人命保護」を第一とした初動対応計画（ERP）の文書改訂および策定をBCP①、また主要な事業組
織ではあらゆる危機事象に対応する「オールハザードBCP」としてリソースベースの事業継続計画

（BCP）の策定をBCP②と位置付け、推進しました。 2025年度末現在126組織でBCM展開していま
す。活動は各組織の自律的運営のため、各組織にBCM推進責任者を置いて推進しています。
　2022年度は対象組織すべてにおいて机上訓練を必須とし、初動対応計画（ERP）文書の実効性の
検証と文書改訂を実施し、BCMサイクルのPDCAを一巡させました。また、各カンパニープレジデント
出席のもと、対策本部の連携訓練も実施し、カンパニーのレジリエンス向上も図りました。2023年度
以降は簡易訓練ツールを活用し、各組織が自律的にBCM運用を実施。現在は各カンパニー主導で
拠点間連携体制の整備や地域連携強化に取り組んでいます。 2024年度は全社緊急対策本部の危
機対応フローの確認と要員の役割確認や、南海トラフを題材に危機対応の机上訓練（シミュレーショ
ン訓練）を実務者対象に実施しました。
　以上により、企業の存続を揺るがす緊急事態において、迅速な初動対応と重要業務の早期復旧を
可能とします。自社・顧客の損失を最小限に抑え、企業としての社会的な責務を果たす仕組みを構築
しています。2025年度は南海トラフ地震を想定した訓練を実施。通常の訓練に加え各カンパニーの
サプライチェーンの被災による影響も含めた被災想定を事前に行い、組織で確認。事業再開に向け
た行動と事前の備え、カンパニーを跨いだ連携についても協議し、課題対応を推進しました。
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● 全社共通危機管理ツール類   海外危機管理の取り組み
　当社グループは、社規「海外安全管理規則」にもとづき、世界を6つの地域に分けて危機管理を
行っています。海外危機管理事務局（ESG経営推進部 リスクマネジメントグループ）が中心となり、出
張者、駐在員、現地従業員へ危機管理情報の共有やタイムリーな注意喚起、渡航規制の指示等、平
時・緊急時の対応を実施しています。海外拠点が増え、海外事業の重要性が増している状況をふま
え、主要4地域に海外統括会社を設置し、地域長にその責任者を任命しています。危機事象が発生し
た場合には、地域長と海外危機管理事務局が連携し、情報収集、初動対応を行います。また、セキュリ
ティアシスタンスおよび医療アシスタンス提携会社と連携し、より専門的な支援体制を構築していま
す。さらに、海外への赴任者を対象とする海外赴任前研修、出張者を対象とする出張前e-ラーニン
グ、現地の治安状況をふまえた国別研修を実施し、危機管理の基本事項や具体的な安全対策等の教
育を行っています。 2024年度に実施した地政学リスク検討会での有事の際の当社グループ影響シ
ミュレーションをふまえ、2025年度も継続し対応レベル強化を図っています。

全ツール、安否確認システム

危機管理要領（国内・海外） 緊急事態初動手順書

緊急対策本部手順書 ＢＣＰ（ＢＣＭ）策定
ガイドラインとテンプレート

安否確認システム
（全組織加入）

防災ハンドブック
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  CS品質現中期計画
2023 2024 2025

QMS強化

新事業
新製品

（開発管理）

現有事業
（モノづくり日常管理）

評価と是正

CS強化

CSモニタリング

CS品質情報発信

改善活動
地力アップ

質向上

領域拡大

CS品質人材強化
（教育・制度）

ＣＳ品質セミナー、新媒体での発信

各カンパニーとの連携強化と協働

戦略（姿勢・考え方、リスク認識）
  基本的な考え方

　積水化学グループは、1999年からお客様満足（CS）に重点を置くCS経営に取り組んできました。
2004年からは、「CS」と「品質」は不可分なものという考えのもと、継続的に当社グループを選択するに
足る価値を提供する「CS品質経営」に取り組んでいます。すべての事業活動において、モノの品質革新
に徹底的にこだわり、お客様の期待に応える価値（商品・サービス）を常にお届けするよう努めています。

「モノづくりのはじまりはお客様の声から」のキャッチフレーズのもと、グループ一丸となって「人の品
質」、「仕組みの品質」、「モノ（製品とサービス）の品質」の磨き上げに取り組むことで、「指名され続ける
品質」の実現を目指しています。そして、お客様に継続的に当社グループを選択していただき、お客様
とともに長期的に発展、成長し続けることを目指しています。これらを実現する品質を支えるのは、現場
でのモノづくりであると認識し、基盤品質の強化と品質コンプライアンスの遵守を重視しています。
　次期中期経営計画においては、「モノづくり基盤のリスク極小化」と「モノづくり基盤の企業価値最大
化」を掲げ、データ堅牢化の推進と新事業のリスク低減活動教育、改善活動における事業所の自立化
支援、新モノづくり教育体系の定着に取り組みます。

※1 GR：ゲートレビュー　次のステージへの移行の可否を判断する組織的な活動（関所管理機能）

CS品質

GR※１運営と管理

新事業リスク低減の仕組み構築と運用

国内：事業所支援、海外：事業所支援

各研修コンテンツデジタル化

実践研修・オープンセミナー開催

改善活動発表会の進化・全社連携企画の推進

日常管理状況モニタリングと支援

監査レベル向上企画と準備

重要品質問題是正確認

各カンパニー毎に検査データ堅牢化推進
システム稼働状況確認

強化必要事業支援

監査実態把握

アンケート現状分析
改善施策検討

媒体・方法再構築

間接業務への展開　　　　　　　　

CS人材要件検討 テスト拠点での調査検証

人
（一人ひとり
の行動）

モノ
期待に応える
価値の提供

お客様 安
心
で
豊
か
な
社
会

（製品とサービス）

仕組み
（お客様の声の活用） 安心と感動の

対価
継続的な当社の選択

企業価値の向上

CS品質経営方針 https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P03WEB

モノづくり教育整理 モノづくり教育
職種・階層別再体系化

積水化学グループのCS品質経営の循環図

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会

https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P03


SUSTAINABILITY REPORT 2026
積水化学グループ
サステナビリティレポート

ページ
156

コーポレート・ガバナンス リスクマネジメント 法務・倫理 情報管理 イノベーション DX

HOME

知的財産マネジメントCS品質

156

  リスク認識
● 不具合の未然防止と日常管理の強化と品質不正の抑止
　当社グループでは、品質コンプライアンスの遵守を重視しています。不具合発生の未然防止や日
常管理の強化といった品質を支える基盤の強化に継続的に取り組むことで、不正を生み出さない、
品質を最優先とする文化構築に努めています。特に品質不正については、品質に関する資源配分の
不足や組織体制、内外からのさまざまなプレッシャー等により発生するとの仮説のもと、そのリスクの
根本を断つために、2020年から「組織体制見直し」、「品質データのデジタル化・堅牢化」、「品質コン
プライアンス教育」、「新規事業のレビュー強化」に取り組んでいます。

  品質に関するガイドラインの制定
　当社グループでは、商品開発から設計、生産、販売、アフターサービスというバリューチェーン全体
で一貫した品質管理を行っています。その中で、各プロセスレベルの向上を図るために、以下の3つ
のガイドラインを制定・発行しています。

● 品質保証力強化のための開発ガイドライン
商品化後に起こり得る品質リスクを事前に予測することで、品質
にかかわる問題の発生を未然に防ぐことを目的としています。

● 日常管理の進め方に関するガイドライン
製造部門が実行すべき日常管理の基本的指針をまとめています。

● 契約・仕様書に関するガイドライン
製品販売において、拡大補償※発生リスクを削減することを目的と
しています。

※ 製品に不具合があった場合に、当該製品の返品・交換だけではなく、顧客が加
工・施工・使用した製品・施工物・対象物、および関係する損害についても補償
が求められること。

 「消費者志向自主宣言」フォローアップ活動
　当社は、消費者庁が進める「消費者志向経営」の実現に向けた取り組みに賛同し、当社の考え方や
取り組み方針を表明する「消費者志向自主宣言」※を2017年1月に実施しました。

※ 企業が自主的に消費者志向経営を行うことを宣言し、宣言内容にもとづい
た取り組みを行うとともにその結果をフォローアップして公表する活動。

　「消費者志向自主宣言」をもとに、2025年度は以下に取り組みました。

● 基盤品質の確保
商品開発の段階から設計・生産・販売に至るプロセス全般にわたる「品質保証体系」を構築し、品
質保証の体制を整え、設計開発管理、日常管理活動を推進しています。
また、各職場で少人数のグループをつくり、品質や生産性の改善等の各種テーマに取り組む「グ
ループ改善活動」を国内外のグループ会社で展開・推進しています。

● お客様の期待を超える価値の創出
お客様の期待を超える価値の創出のヒントとなるよう、社外の有識者や事例を紹介する「CS品質
セミナー」を2回開催しました。

● 技術力の磨き上げ
新製品の開発に際しては、品質問題の発生を未然に防止するため、効果的かつ効率的な未然防
止手法を習得することを目的とした「開発未然防止セミナー」を1回実施しました。
さらに、プロセスアプローチの考え方にもとづきQMSの効果的運用を行っています。特に内部
監査において、積水化学独自の評価ツールであるSPMC（セキスイ・プロセス・マネジメント・
チャート）を活用できるよう「SPMC内部監査実践研修」を4事業所で開催しました。

消費者志向自主宣言
https://www.sekisui.co.jp/news/2017/1298341_29186.html

WEB
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● コミュニケーションの充実
当社グループの各事業におけるCS品質好事例や、お客様相談室に寄せられる問い合わせ情報、
他社グループ改善活動事例等を紹介するCS品質情報誌「Shining」を2回発行しました。

● 従業員教育の徹底
新入社員に向けて、CS品質に関する研修を行っています。特に、2025年度からは効率化と習熟度
アップを狙い動画を使った研修を始めました。当社グループの「CS品質経営」の考え方や、お客様
に満足いただくため、どうしたらよいか考えてもらい、日常業務における行動に活かせるようにし
ています。

ガバナンス
  CS品質分科会

　当社グループでは「CS品質」に関して、サステナビリティ委員会およびその下部委員会であるCS
品質分科会を、それぞれ年2回開催しています。
　2025年度のCS品質分科会は、10月と3月に計2回開催しました。

取締役会

生産事業所 品質保証課

販売会社 技術部

お客様相談室

アフターサービス部門 お客様相談室

お客様相談室

各カンパニーCS品質担当部署

カンパニー

コーポレート

サステナビリティ委員会

委員長：
委　員：
事務局：

出口好希　執行役員　生産基盤強化センター所長
各カンパニー技術CS・部門長
生産基盤強化センターCS品質グループ

生産基盤強化センターCS品質グループ

CS品質分科会

CS品質経営推進体制
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  品質保証体系の構築
　当社グループでは、商品開発の段階から設計・生産・販売に至るプロセス全般にわたる「品質保証
体系」を構築しています。
　各プロセスで品質保証の体制を整え、標準を重視した日常管理を推進しています。同時に、品質を
支えるのは現場でのモノづくりであると認識し、生産活動の革新に注力しています。
　また、製品の開発や改良に際しては、品質保証・安全等の観点から厳格な設計審査を行ってい
ます。
　そして、販売後もお客様へのサービスを維持管理できる体制を構築しています。

リスク管理
  新事業リスクへの対応

　当社グループでは、新規事業を立ち上げる際の不具合発生をリスクととらえています。このリスク
を低減するため、厳格な設計審査を実施する仕組みとして、特にコーポレートでは「ゲートレビュー」

（GR）※を構築し運用しています。
　設計時に気を付けるべき観点を示した設計チェックシートを活用し、設計審査時の議論のポイント
を明確化しています。また、新規事業に関連する業界や法律等の事項についての設計初期のイン
プット情報として、社内外の有識者から新たな知見を得ることを目的とした「外部知見者レビュー」を
行っています。
※ GR：次のステージへの移行の可否を判断する組織的な活動（関所管理機能）。

  現有事業リスクへの対応
　当社グループでは、現有事業の推進において重要品質問題※を、最優先に解決するリスクととらえ
ています。このリスクの低減を目指し、重要品質問題を迅速かつ適切に解決するために定めた問題
解決フローにもとづき、対応しています。発生した重要品質問題に関しては、毎月、品質担当執行役員
が是正状況をモニタリングしています。
※ 重要品質問題：「製品・技術・サービスの品質」に関し、緊急に根本解決を図らなければ、お客様・社会・当社グループ

に対し重大な損害を与える問題。

商品企画

市
場・品
質
情
報・顧
客
情
報

生産準備 生産設　計 販売･サービス/苦情･クレーム解決

商
品
企
画

商
品
企
画
の
審
査

設
　
計

試
験・評
価
項
目
の
設
定

試
作・実
験

設
計
試
作
の
審
査

生
産
設
計・生
産
準
備

量
産
試
作
の
審
査

苦
情・ク
レ
ー
ム

苦
情・ク
レ
ー
ム
解
決・分
析

原
因
究
明・再
発
防
止

効
果
確
認

検
査

生
産

出
荷

販
売・サ
ー
ビ
ス

お
客
様
満
足
度
調
査

品質保証体系
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指標・目標
  目標

　当社グループは現中期経営計画において、重大インシデント発生による企業価値毀損を防ぐこと
を目的に「CS品質レベル向上イベント※回数」をKPIに掲げ、CS品質活動を推進してきました。
　主要実施策の結果は以下のとおりです。

主な取り組み
  QMS強化

● 日常管理の強化
　当社グループは、ISO9001：2015への認証移行時、プロセスアプローチへの対応を強化するため
に、「SPMC（セキスイ・プロセス・マネジメント・チャート）」と名付けたオリジナルの管理シートを考案
しました。このシートは管理フローが一目でわかるた
め、日常管理のチェック、是正処置、内部監査、品質教
育等に効果的に活用できます。
　2025年度は、対象事業所を増やし、「QMS内部監
査員養成研修」、「SPMC内部監査実践研修」を開催
しました。さらに、監査の質問スキルを向上させる「内
部監査レベルアップ研修」を導入し、内部監査の質向
上を図りました。引き続き、品質マネジメントシステム
の質を向上させる取り組みを推進していきます。

● 検査データ堅牢化の推進
　当社グループでは、2020年度より、データの不正や改ざん防止を徹底するための体制づくり、仕組
みづくり、データインテグリティ※1の向上を進めています。
　2025年度は、データ入力ミスや改ざんができないようなシステムの構築と現地調査を進め、8拠点
のシステムが基準を満たしていることを確認しました。またALCOAの観点を用いたデータ保存に関
する教育を国内外で16回開催しました。
　当社グループは、品質保証力の向上を目的に、不正が発生する余地を撲滅するためコンプライア
ンス意識の再徹底を図り、社内品質管理の強化および品質コンプライアンス教育を継続的に実施し
ていきます。

※ CS品質レベル向上イベント：CS品質グループ主催の全社向けCS向上または品質向上に関するイベント

※1 データインテグリティ：データそのものが完全性、正確性、一貫性を担保している状態をさす

主要実施策 管理指標
現中期最終年度

（2025年度）目標
2025年度実績

重要品質問題の
発生未然防止

CS品質レベル向上イベント
の実施

4回/年実施
CS品質セミナー2回、

グループ改善活動「グローバル全社大会」1回、
カスタマーハラスメント対策e-ラーニング1回

SPMC内部監査実践研修
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● 製品の安全に関する法令および自主規制の遵守
　当社グループでは、品質のもっとも重要な要素として製品安全を位置付けています。お客様に安全
な製品をお届けするために、グループ各社が製造・販売する製品の安全確保に努めています。
　設計開発段階で、製品安全の確保のためにセーフティーレビューを実施しています。また、製品の
安全に関する法令に違反する事例が内部で確認、または外部から指摘された場合には、その事実を
迅速に情報開示し、原因究明や再発防止に努めることとしています。これは、グループ各社が自主的
に定めた製品安全の基準に違反した場合も同様です。
　2025年度、製品の安全に関する各種法令および自主的な規制の違反事例はありませんでした。

● 製品品質表示とラベリング
　当社グループでは、製品の品質や安全性に関する情報表示について、関連する法令および社内規
定の遵守を徹底するため、開発段階で法令、製品情報表示のチェック項目を設定し確認し、DRを実施
しています。
　2025年度、製品品質表示とラベリングに関する各種法令および自主的な規制の違反事例はありま
せんでした。

  CS強化
● CS人材要件
　2025年度は、2024年度に策定した当社グループとしてのお客様満足（CS）向上に求められる人材
要件をテスト拠点で運用・検証し、要件の精度向上を開始しました。今後、数年定点観測を実施し、要
件の精度向上、施策への反映を検討します。

● CS品質情報発信
CS品質セミナー
　CS品質セミナーは、お客様満足に関する事例や、お客様満足を提供できる組織・人づくり等、幅広
いテーマに関する社外有識者をお招きして開催する社内講演会です。CSや品質に対する意識向上
のために、2001年度より開催しています。2024年度末までに計70回開催しています。

Shining No.04（2025年4月）

Shining No.05（2025年12月）

　2025年度は、上期1回、下期1回の計2回を開催しました。

CS品質情報誌の発行（Shining）
　当社グループでは、CS品質経営の推進
のために、2006年度からCS品質情報誌を
発行してきました。2023年度からは、Vision 
2030の実現に向けてCS品質経営を加速
すべく、従来のCS品質情報誌を統廃合し、
新たなCS品質情報誌として「Shining」を創
刊しました。
　2025年度は、「Shining」を計2号発行し、
No.5からはPC・タブレット等で閲覧しやす
くするためにWeb化しました。今後は閲覧
データから内容改善に役立てていきます。

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会

〈第71回〉
『お客様一人ひとりの「嬉しい」を理解する為の取り組みとは』
ネスレ日本株式会社 
マーケティング＆コミュニケーションズ本部
コンシューマーエンゲージメントサービス部
宮崎 康司 氏・田代 武志 氏・定浪 葵 氏
 （2025年9月29日）

〈第72回〉
日常管理の意義と重要性
～パフォーマンスの向上を目指して~
株式会社クオリティ・クリエイション　
代表取締役 古谷 健夫 氏
 （2025年11月6日）
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  改善活動地力アップ
　当社グループでは、品質を支える現場のモノづくり力向上を目指して、グループ改善活動（小集団
改善活動）を1966年からスタートし、改善に継ぐ改善を続けています。

● 改善の質向上
　国内事業所だけでなく海外事業所にも、グループ改善活動推進支援を実施しています。その結果、
支援事業所の地力アップと改善マインドアップを図ることができました。

● 改善活動領域の拡大
　製造業務だけでなく間接業務にも、グループ改善活動の領域を広げる企画を継続的に実施してい
ます。2022年度からは、カンパニーとの連携をさらに深め間接業務に着目した「改善交流会」を開催
しています。その結果、紹介者と参加者相互の「改善工夫・改善知恵」を伝え・活かし合う交流の場が
生まれ、改善力をともに高めることができています。

● グループ改善活動「グローバル全社大会」
　当社グループ全体のグループ改善活動「グロー
バル全社大会」（全社発表会）を毎年1月に開催し
ています。
　「広めよう改善の輪。高めよう改善の質。早めよ
う改善スピード。」を合言葉に、日本国内だけでな
く、欧州・米国・中国・アジアの各エリアの選抜大会
を勝ち抜いた代表事業所が一堂に集結し、自分た
ちの改善成果を当社グループ全体に発信し、当社
グループの改善力向上に貢献しています。2025
年度はグローバル全社大会に出席した経営幹部
および代表者同士、代表者と参加者との交流を深
める場として、「Q&Aセッション」を企画し好評を得
ています。
　2024年新規に制作したグローバルに通じる

「KAIZEN」シンボルロゴのもと、これからも当社グ
ループのDNAの1つである「SEKISUI KAIZEN」を
推進してまいります。

  CS品質人材強化
　当社グループでは、CS品質人材強化の取り組みとして、さまざまな研修を実施しています。
　品質については、品質管理の強化や品質問題の未然防止の研修等を実施しています。　

主な研修実績

　これらの研修以外にも、テレワークや業務効率化のために研修のデジタル化にも力を入れ、オン
デマンドで学べる仕組み体制を実現し、運用しています。

2025年度 グループ改善活動「グローバル全社大会」

グローバル「KAIZEN」シンボルロゴ

区分 対象 研修/教育・支援内容 2025年度実績

品質

新入社員 品質の基礎研修 1回

新任管理職 品質ガバナンスの研修 1回

モノづくり社員 階層別品質知識、手法教育等の動画コンテンツの提供 適宜実施

内部監査員
内部監査員新規養成 2回

内部監査のレベルアップ研修 5回

開発設計社員 効果的で効率的な未然防止手法の習得研修 1回

CS 企画/スタッフ お客様の声を収集・活用する仕組みを強化するための
アンケート調査設計研修 コンテンツ公開

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
サステナビリティ 環境 ガバナンス 参考資料社会
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● 重要品質問題に関するデータ

● 外部損失費に関するデータ
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0
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指標 算定方法

重要品質
問題

商品・サービスの品質に関し、緊急に根本解決を図らなければ、お客様・社会・積水化学グループに対し重大な損害を与
え、社会的信頼が失墜すると品質保証責任者が検討・判断し、コーポレートまたはカンパニープレジデントが決定した問
題をいい、次の項目を含む

（1）重大事故
・使用者の生命または身体に対する危害が発生した事故のうち、危害が重大であるもの
・商品が滅失しまたは毀損した事故であって、使用者の生命または身体に対する重大な危害が生ずる恐れのある

もの
（2）お客様、使用者および社会に対し重大な影響（損害）を与える問題
（3）商品・サービスの品質に関するコンプライアンス上（関連法規遵守等）の問題
（4）商品リコール問題

指標 算定方法

外部損失費 製品に関するクレーム対応の費用

重要品質問題の発生件数

外部損失費

● お客様相談室の入電に関するデータ（積水化学単体）

0
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（件）
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住宅カンパニー

7,144

2,008
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3,530

555

7,888 7,691

2,225 2,300

1,079 1,038

4,046 3,839

500 476

2024 2025

58

2021

8,261

1,837

1,387

4,318

661

2022

環境・ライフラインカンパニー
高機能プラスチックスカンパニー メディカル その他

66 52 38 38
メディカル

入電内訳（カンパニー別）

指標 算定方法

入電内訳
（カンパニー別） 電話、メール、手紙等による問い合わせ件数

入電内訳
（内容別）

入電内容を「はや耳ネット」※に登録し以下のように分類
・お問い合わせ：積水化学グループの商品の仕様や使い方、施工方法、販売店、修理等のサービスに関するお問

い合わせ案件
・お叱り・ご不満：お客様から積水化学グループの製品・サービスや対応にご不満の言葉をいただいた案件
・お褒め：お客様から積水化学グループの製品・サービスや対応にご満足の言葉をいただいた案件
・ニーズ・期待：お客様からの積水化学グループの製品・サービスに関するご要望（製品改良や新製品等）や営業

活動につながるお問い合わせ、また、当社に対する期待の声等のお問い合わせ案件
※ 「はや耳ネット」：お客様相談室へ寄せられた入電内容をリアルタイムに公開している積水化学グループのイントラ

ネットサイト

2025年度
7,691件

お褒め
1件（0%）お叱り・ご不満

169件（2%）

お問い合わせ
7,521件（98%）

入電内訳（2025年度・内容別）

パフォーマンス・データ

● 2025年度の実績
　当社グループにおいて、2025年度に発生した重要品質問題は0件でした（カンパニー個別基準に
よる）。
　外部損失費※1は2022年度比で72%となりました。
　引き続き、グループ全体の品質保証システムの強化および設計開発プロセスに着目し、開発未然
防止手法（QFD※2、DRBFM※3等）の活用を推進することによって外部損失費の削減を目指します。
※1 外部損失費：製品に関するクレーム対応の費用
※2 QFD：Quality Function Deployment（品質機能展開）
※3 DRBFM：Design Review Based on Failure Mode（変更点、変化点に着目して新設計の問題を発見し、解決する未

然防止手法）

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
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● 品質マネジメントシステム第三者認証取得事業所
当社グループの全生産事業所数に対し、ISO9001の認証取得事業所の割合は87%です。
ISO13485、IATF16949、AS9100Dも含めると99%です。

住宅カンパニー（関連事業所）
　技術・CS統括部
　　技術部
　　施工革新部
　　安全・環境部
　　CS・品質保証部
　渉外・購買部
　　購買部
　セキスイ・グローバル・トレーディング株式会社
　開発統括部
　　住宅開発部
　　住宅技術研究所
　　企画管理部
　　リフォーム開発部
　　北海道開発室
　北海道セキスイハイム工業株式会社
　東北セキスイハイム工業株式会社
　セキスイハイム工業株式会社
　　関東事業所
　　東京事業所
　　中部事業所
　　近畿事業所
　中四国セキスイハイム工業株式会社
　九州セキスイハイム工業株式会社
　セキスイハイム工業株式会社 本社
　　東日本管理部
　　サプライ事業部
　　西日本管理部
セキスイボード株式会社
　水口事業所
　群馬事業所

積水LBテック株式会社
積水化学工業株式会社ライフサイエンス
事業開発部

積水メディカル株式会社
Sekisui Diagnostics,LLC. Burlington
Sekisui Diagnostics,LLC. San Diego
Sekisui Diagnostics P.E.I. Inc. 
Sekisui Diagnostics (UK) Ltd.
Veredus Laboratories Pte. Ltd.
積水医療科技（中国）有限公司
積水医療科技（蘇州）有限公司

積水化学工業株式会社 滋賀栗東工場	
積水化学工業株式会社 群馬工場
積水アクアシステム株式会社
積水ホームテクノ株式会社
積水化学北海道株式会社
株式会社日本インシーク
積水ソフランウイズ株式会社
山梨積水株式会社
東都積水株式会社 本社工場
千葉積水工業株式会社
四国積水工業株式会社
九州積水工業株式会社
徳山積水工業株式会社
徳山積水工業株式会社 管材工場
SEKISUI ESLON B.V.
Sekisui Chemical G.m.b.H.
Sekisui Rib Loc Australia Pty. Ltd.
積水（無錫）塑料科技有限公司
積水塑膠管材股份有限公司
Sekisui Specialty Chemicals (Thailand) 
Co., Ltd.
S and L Specialty Polymers Co., Ltd.

積水化学工業株式会社 武蔵工場
積水化学工業株式会社 滋賀水口工場
　ファインケミカル製造部
　機能樹脂製造部
積水化学工業株式会社 滋賀水口工場 
　中間膜製造部
積水化学工業株式会社 多賀工場
積水テクノ成型株式会社 三重工場
積水テクノ成型株式会社 愛知工場
積水テクノ成型株式会社 栃木工場
積水マテリアルソリューションズ株式会社
積水ナノコートテクノロジー株式会社
積水フーラー株式会社 東京本社
積水ポリマテック株式会社
積水成型工業株式会社 本社
Sekisui S-Lec Mexico S.A. de C.V.
Sekisui S-Lec B.V. Resin Plant
Sekisui S-Lec B.V. Film Plant
Sekisui S-Lec Thailand Co., Ltd.
積水中間膜（蘇州）有限公司
Sekisui S-Lec America, LLC. 
Sekisui Alveo AG
Sekisui Alveo BS G.m.b.H.
Sekisui Alveo B.V.	
Thai Sekisui Foam Co., Ltd.
Sekisui Voltek, LLC. 
Sekisui Pilon Pty. Ltd.
映甫化学株式会社
積水映甫高新材料（無錫）有限公司
Sekisui Specialty Chemicals America, 
LLC.
Sekisui Polymatech America, LLC.

Sekisui Specialty Chemicals Europe, 
S.L.
Sekisui DLJM Molding Private Limited-
Chennai-1
Sekisui DLJM Molding Private Limited-
Chennai-2
Sekisui DLJM Molding Private Limited-
Greater Noida
Sekisui DLJM Molding Private Limited-
Tapukara
Sekisui DLJM Molding Private Limited-
Gujarat
Sekisui Polymatech (Thailand) Co., Ltd.
PT. Sekisui Polymatech Indonesia
積水保力馬科技（上海）有限公司
Sekisui Polymatech Europe B.V.
Sekisui Aerospace Corporation Orange 
City
Sekisui Aerospace Corporation Renton/
Sumner
SEKISUI KYDEX, LCC. Bloomsburg
SEKISUI KYDEX, LCC. Holland

住宅カンパニー 環境・ライフラインカンパニー コーポレート

メディカル

高機能プラスチックスカンパニー

はじめに トップメッセージ 積水化学グループの
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戦略（姿勢・考え方、リスク認識）
  基本的な考え方

● コンプライアンス経営
　積水化学グループでは、2003年に「コンプライアンス宣言」を制定しました。「社会への貢献」、「信
頼される企業」、「法やその精神の遵守」等の考え方を基本として、当社グループの理念体系および企
業行動指針に掲げられた精神に則り、コンプライアンスを通じて社会から高い信頼を獲得する姿勢
を明確にしています。 
　現在、長期ビジョン「Vision 2030」のもと、持続的な成長を目指していますが、その根幹となるのが
コンプライアンスです。2026年度から始まる次期中期経営計画においても、重大インシデントの抑え
込みによる持続経営力の向上を図っており、各種コンプライアンスプログラムの推進によって、従業
員一人ひとりのコンプライアンス意識の底上げに努めています。 今後も、当社グループが広く社会か
ら信頼されるよう、コンプライアンス経営のさらなる強化に取り組んでいきます。

  リスク認識
　当社グループでは、「独禁法」、「贈収賄関連法」および「安全保障貿易関連法」への違反リスク、な
らびに「個人情報」・「秘密情報」の漏洩リスクをコンプライアンス上の重大リスクと考え、その抑え込
みに注力しています。また当社グループでは、法令のみならず、社内規則やルール、社会規範やモラ
ルを含めて遵守するという、より広い意味でコンプライアンスをとらえています。つまり、当社グルー
プにおけるコンプライアンスとは「社会的要請に適応すること」になります。この社会的要請は常に変
化し続けるものであると認識しています。変化を敏感に察知し、対応することができなければ、自覚な
くコンプライアンス違反を犯すリスクがあると考えています。

  コンプライアンス方針の策定
　当社グループは、2003年に「コンプライアンス・マニュアル」を作成しました。腐敗防止、利益相反、
独禁法遵守、会計、ハラスメント等の各コンプライアンス項目に関する行動指針とその詳細な解説に
よって構成されており、社内教育等に利用してきました。 
　2022年からは、当社グループのコンプライアンスに対する考え方を広くステークホルダーに知って
いただくことを目的に、同マニュアルから行動指針部分を抜き出す形で「コンプライアンス方針」を策
定し、ウェブサイト上に公開しています。

法務・倫理

社会規範・モラル・倫理観・常識

社内規則・ルール・マニュアル

法令
（法律・政令・省令等）

コンプライアンス方針 https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P09WEB
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ガバナンス
  体制

　当社グループは、コンプライアンス経営を確実に実践していくため、現実的かつ効果的なコンプラ
イアンス推進体制を構築しています。グループのコンプライアンスを統括する組織として、サステナビ
リティ委員会のもとに法務部担当執行役員を委員長とする「コンプライアンス分科会」を設けて、方針
や実施策の立案を行っています。また、コーポレートおよび各カンパニーには「コンプライアンス推進
部会」を置き、コンプライアンス推進実務責任者を任命して各施策の実施・展開を図っています。 重要
コンプライアンス問題が発生した際には「コンプライアンス審議会」を開催し、事後対応や再発防止策
の検討等を行います。 
　2025年度はコンプライアンス分科会を、5月と11月の2回開催しました。

リスク管理
  リスク管理体制

　当社グループでは、コンプライアンス経営実践のため、コンプライアンス推進体制を構築し、コンプ
ライアンスリスクの特定、評価等を行っています。また、定期的な教育・研修、監査等により、コンプライ
アンスリスクの低減や状況の把握に努めています。 当社グループにおけるコンプライアンスリスクの
管理にかかわる主な取り組みは、以下のとおりです。
・e-ラーニングを含むコンプライアンス教育 
・独禁法や輸出管理に関する法務監査 ・独禁法遵守プログラムの周知と運用
・贈収賄防止プログラムの周知と運用 
・国内通報制度「S・C・A・N」、海外通報制度「SEKISUI Chemical Group Global Hotline」の周知と運用 
・取締役会・コンプライアンス分科会における通報制度の運用状況・コンプライアンス違反状況の報告お

よび審議 
・コンプライアンス推進部会における個別のコンプライアンス違反事案と再発防止策の報告および審議 

指標・目標
  目標

　当社グループは2023年度～2025年度中期経営計画において、重大インシデント発生による企業
価値毀損を防ぐことを目的として、海外グループ会社統制の強化を進めてきました。 主要実施策の
結果は以下のとおりです。2026年度から始まる次期中期経営計画においては、引き続き重大インシ
デントの未然防止を図るため、重要ルールの運用状況に関するモニタリングの強化、コンプライアン
ス活動の効率化・精緻化、通報対応の効率化・海外対応力強化に取り組んでいきます。

コンプライアンス推進体制

報告

報告

実施策の推進展開

報告 指示・伝達

コンプライアンスに関する積水化学グループ
基本方針の審議、教育・研修等実施策の策定

分科会が審議した方針・
実施策の推進等

個別コンプライアンス問題への
対応策・再発防止策の検討等

取締役会

コンプライアンス推進部会
コンプライアンス
推進担当者

（推進責任者）

コーポレート・カンパニー

コンプライアンス
審議会

（事後対応）

サステナビリティ委員会

委員長：
委　員：

事務局：

福冨直子 執行役員 法務部長
各カンパニー・コーポレート
コンプライアンス担当部署長、監査室長
法務部

コンプライアンス分科会

主要実施策 管理指標 現中期最終年度（2025年度）
目標 2025年度実績

海外グループ会社統制の
強化

海外グループ会社への重要規則（独禁
法、贈賄防止等の重要規則）導入率 100% 100%(57/57社)

海外通報制度のシステム導入と展開
（地域数）

海外全エリア（10地域）
周知展開完了

海外全エリア（10地域）
システム導入完了
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主な取り組み
  コンプライアンス意識の醸成

　当社グループでは、コンプライアンスの意識を従業員一人ひとりに根付かせるため、「コンプライア
ンス・マニュアル」とその海外版である「グローバル・コンプライアンス・マニュアル」、携帯用の「コン
プライアンス・カード」を作成し、全従業員に配布しています。

  コンプライアンス教育
　当社グループは、コンプライアンス経営の実践につながる取り組みの一環として、従業員のコンプ
ライアンス教育に力を入れています。新入社員研修や階層別研修等にコンプライアンスに関する内
容を盛り込み、コンプライアンスに特化したe-ラーニングを、毎年4回以上実施しています。グループ
のすべての従業員を対象として、継続的にコンプライアンスの大切さについて学ぶ機会を提供してい
ます。
　2025年度も、製造現場勤務等個別にイントラネットを閲覧できる環境にない従業員に対して同等
の学ぶ機会を提供するため、グループ会社や事業所からの希望に応じて紙による受講機会を提供し
ました。

  社内通報制度の周知と運用
　当社グループでは、国内通報制度「S・C・A・N（セキスイ・コンプライアンス・アシスト・ネットワー
ク）」を構築しています。法務部担当執行役員の監督のもとで、ハラスメントを含む当社グループ内の
コンプライアンス問題の早期発見、是正および再発防止の仕組みとして運用しています。 
　当社グループの従業員は、匿名・顕名を問わず、この制度を利用することができます。社内窓口だ
けでなく、当社から独立した社外の弁護士窓口に通報することも可能です。 
　社内通報規則では、通報者情報の秘匿、通報者への不利益扱いや報復の禁止等、通報者保護を厳
格に定めています。また従業員に対して、コンプライアンス違反行為を知った際に報告・通報すること
を求めています。 
　通報受信後は、通報者や関係者等へのヒアリングやさまざまな証跡をもとに事実確認と認定を行
い、通報窓口として公平な立場での組織的課題の解決を図っています。また、通報事案に経営陣がか
かわっている場合には、当該経営陣からは独立した者が調査等の対応を行っています。 
　2024年度には、海外の当社グループ従業員が多言語で利用できる海外通報制度「SEKISUI 
Chemical Group Global Hotline」の全世界での稼働および周知展開が完了し、2025年度も引き続
き各エリアからの通報を随時受け付けています。
　また、グループ各社と継続的に業務上の取引をしているお取引先の役員・従業員の方々を対象と
して、日本国内においては、従来より当社のウェブサイトに用意している専用フォームにて通報や相
談を随時受け付けています。
　今後、グローバル対応として、多言語で通報・相談できる仕組みである「SEKISUI Chemical Group 
Global Hotline」をグローバルのお取引先にもご利用いただけるよう展開中であり、2025年度は米
州以外への導入を完了しました。

  腐敗および贈収賄の防止に関する状況
　当社グループは、自主行動原則で「腐敗防止」を定めている国連グローバル・コンパクトに署名・賛
同しています。その精神にもとづき、法務部担当執行役員の監督のもとで、社内規則の1つとして国際
連合腐敗防止条約等に準拠した「贈収賄防止規則」を整備し、当社グループ全社で導入するなど、腐
敗および贈収賄を未然に防止するための取り組みを推進しています。贈収賄防止規則では、「贈賄」を

「公務員等または民間企業の役職員に対し、営業上の不正の利益を得るために、（ⅰ）その『職務に関

コンプライアンス・
マニュアル

携帯に便利な名刺サイズの
コンプライアンス・カード

グローバル・
コンプライアンス・
マニュアル（英語版）
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  利益相反取引の防止に関する状況
　当社グループは、「会社の利害と私たち個人の利害が相反する場合は、会社の利益になるかという
観点から検討し、会社に損害を与えない」という方針を掲げています。
　上記方針を徹底するため、2023年に「利益相反の懸念が生じうる外注取引ガイドライン」を制定し
ました。これにより、利益相反の懸念が生じ得る外注取引を事前にチェックするためのルールを運用
しています。

  取引適正化の推進
　2026年1月に施行された中小受託取引適正化法（通称：取適法、旧 下請代金支払遅延等防止法）
をふまえ、当社グループでは取引適正化を重要なコンプライアンス課題と位置付け、全社的な取り組
みを推進しています。具体的には、法令の趣旨や判断基準を明確化した「取引適正化マニュアル」を
策定し、取引にかかわる役員・従業員が共通の認識のもとで行動できる体制を整備しました。あわせ
て、現場における取引実態の調査を実施し、リスクの把握と是正、再発防止につなげています。さら
に、e-ラーニング等による継続的な教育・研鑽活動を通じて、取引の公正性・透明性に対する理解を
深め、健全で持続可能な取引慣行の定着を図っています。

  独禁法および広告・表示等における法令遵守の状況
　当社グループでは、独禁法遵守プログラムとして、事業者団体加入決裁制度、競合他社と連絡をす
る場合の事前申請制度および価格改定委員会制度を運用しています。毎年、同プログラムの運用状
況について監査を実施し、適宜プログラムの見直しを行っています。また、カルテルリスクの高い国
内事業会社にも同プログラムを導入しています。 
　事業活動を行うにあたり、広告・表示等における景品表示法等の各種法令を遵守し、誠実な営業
活動を徹底しています。
　なお、2025年度は、独禁法および広告・表示に関する重大な違反は確認されていません。

する行為』をさせ若しくはさせないこと、または（ⅱ）その地位を利用してその『職務に関する行為』をさ
せ若しくはさせないようにあっせんをさせることを目的として、金銭その他の利益（小切手、商品券、
旅行、食事、貸付、友人や血縁者への教育機会や雇用機会の提供等を含むが、これらに限定されな
い。以下同じ）を供与し、または供与の申し込み・約束をすること」と定義しており、「収賄」を「その職
務に関し、不正な目的のために、金銭その他の利益を収受し、または金銭その他の利益の要求若しく
は約束をすること」と定義しています。 
　また、当社グループの従業員が日本国内、アメリカおよび中国でビジネスを行う際に遵守すべき
事項をまとめた「贈収賄防止ガイドライン」を作成しています。これらの規則やガイドラインは、イント
ラネットを通じて周知を図っており、従業員はいつでも確認することができます。 
　腐敗と贈収賄の主な防止策として、違反行為を未然防止する規則を設定・運用しています。具体的
には、リスクの高いケースを特定し、以下のように規則を設定しています。

・�公務員等に対して接待・贈答を行う場合：所定の事前申請書を管理者に提出して承認を得なければ
ならない 

・�海外の公務員等との取引に関連して、代理店・コンサルタント等を起用する場合：代理店・コンサル
タント等に対する報酬の支払いが贈賄に該当する恐れがないこと、合理的な理由があるため贈賄
と疑われないことを確認したうえで、所定の決裁手続きを経なければならない

　また、腐敗や贈収賄リスクが特に高い部門に対しては、腐敗と汚職防止に特化した研修を実施して
います。これにより、規則やガイドラインの習得と申請書等の活用を促しています。 
　さらに、コンプライアンス方針、コンプライアンス・マニュアルおよびグローバル・コンプライアンス・
マニュアルにおいても、贈収賄防止に関する方針の周知を図っています。 
　2025年度も2024年度に引き続き、国内のみならず、海外のグループ会社の従業員を対象とする
e-ラーニングにおいても贈収賄に関する問題を出題しました。 
　なお、2025年度は、腐敗・贈収賄に関する重大な違反は確認されていません。
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  会計コンプライアンスの強化
　当社グループでは、財務・会計に関するリスクを削減するため、全社的な会計スキル・財務知識の
向上に取り組んでいます。 国内外の連結会社の経理責任者を対象に、経理会議を開催しています。
この会議で、会計関連のルールや会計コンプライアンス活動等を説明・共有しています。また、経理研
鑽会やe-ラーニングにより、会計スキル・財務知識に関する教育を実施しています。誤った会計処理
や会計不正が発生するのを防ぐとともに、経理業務に携わる部門・従業員のコンプライアンス意識向
上も図っています。 2025年度の経理会議は、国内および海外の地域ごとにオンラインと対面のハイ
ブリッドで開催し、経理責任者を中心に合計272名が参加しました。 
　経理研修は、テーマを定めてオンラインで実施し、録画視聴者とあわせて38名が受講しました。ま
た、会計コンプライアンスの注意喚起のために対象者を拡大して実施しているe-ラーニングは、延べ
6,746名が受講しました。

  税務コンプライアンス
　当社グループは、納税を企業が果たすべき基本的かつ重要な社会的責任の1つと考えています。
事業活動を行うそれぞれの国または地域における税法を遵守し、その精神に従った適正な納税を
行っています。
　当社グループは、租税回避を目的としたタックスヘイブンを利用しません。事業活動を行っている
国や地域において経済実態に応じた適正な納税を行い、それらの国や地域の経済に貢献し、ともに
調和と安定的発展を目指します。 
　税務リスクのある取引については、必要に応じて外部専門家に確認し、適正な処理と税務リスクの
低減を図っています。 
　さらに、移転価格リスクへの対応として、当社グループ内の取引は、各国・地域の法令およびOECD

（経済協力開発機構）ガイドラインにもとづく独立企業間価格にしたがって行っています。不安定な税
務ポジションを解消するため、取引規模や税務リスクの程度に応じてAPA（事前確認制度）を活用す
ることとしています。グローバルミニマム課税制度を含む国際税務環境の変化については継続的に
モニタリングし、適切なガバナンス体制およびコンプライアンス体制を維持します。
　税務当局による調査等に対しては、誠実かつ適切に対応し、その調査結果については、取締役会
へ報告し適宜改善を図っています。これらの取り組みを通じて、各国の税務当局とも良好な関係を維
持するように努めています。

  コンプライアンス特別強化月間
● 国内における取り組み
　当社グループでは、毎年10月を「コンプライアンス特別強化月間」と定めています。これをすべての
従業員がコンプライアンスの重要性を再確認するための機会としています。 
　2025年度は、国内を対象に、情報管理、インサイダー取引規制、の2つをテーマに、動画配信による
研修を行い、受講可能なタイミングで柔軟に受講してもらうことにより、より多くの従業員が気軽に研
修を受講できるようにしました。また、過去の研修で使用した研修動画についても、社内イントラネット
において動画を公開（2025年度は「自動車安全運転管理の実践」を追加公開）することで、いつでも
研修の見直しができるようにしました。なお、2025年度に新たに配信した上記2テーマの動画につい
ても、同じく社内イントラネットにて公開しています。

● 国内におけるコンプライアンス特別強化月間の取り組み（2025年度）
1 コンプライアンスに関するトップメッセージ（2025年10月）のグループ全社員への周知徹底 
2 各種コンプライアンス研修の実施/オープン型の法務セミナーの開催（動画配信/2テーマ）
3 Webグループ報「SWITCH」でのコンプライアンス特別強化月間の活動紹介・研修の動画受講案内・
「ハラスメント撲滅企画」に関する記事公開 

4 イントラネットを利用した国内e-ラーニングの実施（インサイダー、情報管理、セクハラを出題）
5 SuccessFactorsを利用した全世界対象e-ラーニングの実施（人権関連およびグローバル・コンプ

ライアンス・マニュアル掲載テーマで出題）

● 海外における取り組み
　2025年度も2024年度に引き続き、北米、中国、APAC、欧州エリアにおいて「コンプライアンス特別
強化月間」の活動を実施しました。各エリアで取り上げるテーマは、各エリアの地域統括会社が自社
の管轄エリアでリスクが高いと判断したものを中心に選定しています。

日本 北米 欧州 中国 アジア その他 合計

法人税等の支払額※ 33,146 1,267 1,675 1,533 1,658 415 39,693

※ 上記金額は、当社から税務当局に提出した「国別報告書」にもとづくものです。

法人税等支払額（2025年3月期）  （単位：百万円）
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● 海外における「コンプライアンス特別強化月間」取り組みテーマ（2025年度）

北米： 
1 トップメッセージの発信 
2 �SEKISUI Chemical Group Global Hotlineの説明（SEKISUI Chemical Group Global Hotlineの

ポスターコンテスト）
3 研修の実施（北米のグループ会社のそれぞれで以下の施策を実施）
　・地域統括会社からSuccessFactorsの研修提供（ハラスメント、会社情報の保護、贈収賄の防止）
4 特別強化月間中の活動に対するフィードバックを受けるためのアンケート実施

中国： 
1 トップメッセージの発信
2 �独禁法＆商業賄賂アンケート、コンプライアンスポスター掲示、コンプライアンスカード配布、接待・

贈答規則改定、総経理・幹部手帳配布、情報漏洩防止対策
3 研修の実施 
　・研修形式：対面
　・必須研修（コンプライアンスの現状と課題、職業倫理・道徳、情報管理、贈収賄防止） 
　・選択研修（利益相反・セクハラ・契約基本）

APAC： 
1 トップメッセージの発信 
2 研修の実施
　・研修形式：対面またはオンライン研修、録画配信
　・テーマ： SEKISUI Chemical Group Global Hotline

欧州： 
1 トップメッセージの発信 
2 研修の実施
　・オンライン研修
　・テーマ：NIS2規制（サイバーセキュリティ）に関する対象者への研修
３ 「Acceptable Use Guideline including AI」の展開

  コンプライアンス違反への対応
　コンプライアンスに違反する事例が発生した場合、違反を行った従業員に対して、十分な調査を行
います。調査後、違反行為の程度・態様に応じて解雇、降格、減給を含む懲戒処分、人事評価の引下
げ等の対応を行います。
　また、コンプライアンス違反を引き起こした個人の処分等に留まらず、その背景にある組織風土の
問題を是正することで、再発防止の徹底を図っています。

パフォーマンス・データ

※ 年4回実施した平均値。ただし、2025年度は第4回が受講期間中
のため、第1回・第2回・第3回の平均値。 

※ e-ラーニング受講対象者は、一部の海外現地採用者等を除く、
積水化学グループの従業員。

e-ラーニング受講者数の推移

● e-ラーニング受講者数の推移 
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  政治団体への寄付金
　当社グループは、違法な政治献金を行いません。また、社会全体の利益になる公共政策の策定を
促すべく実施している政治団体への寄付については、当社決裁基準に基づき適切に運用していま
す。当該政治団体への寄付の金額（積水化学連結）は、以下のとおりです。

年度 金額

2021年度 10,690

2022年度 12,562

2023年度 9,856

2024年度 7,970

2025年度 8,985

（単位：千円）

  通報・相談件数

2025年度通報・相談件数

● コンプライアンス研修実績一覧

2025年度コンプライアンス研修実績一覧

通報・相談 件数

パワーハラスメント 51

労働条件関連 60

セクシャルハラスメント 13

職場環境配慮 17

経費の使い方 6

営業手法関連 5

業績偽装 2

取引先との癒着 10

その他 34

通報数合計 198 

研修項目 研修内容

対象

受講数積水化学
単体

グループ会社

国内 海外

階層別研修

新入社員研修 ○ ○ 382

コンプライアンス研修 ○ 141

取締役会事務局研修 ○ ○ 48

関係会社取締役研修 ○ 34

輸出管理研修 ○ ○ 14

分野別研修

コンプライアンス研修 ○ ○ 542

ハラスメント研修 ○ ○ 858

労務研修 ○ 150

輸出管理研修 ○ ○ 1,305

下請法研修 ○ ○ 292

独占禁止法研修 ○ ○ 1,543

表示規制研修 ○ 8

情報管理研修 ○ ○ 325

契約基礎研修 ○ 16

新入社員向け研修 ○ 94

法務部員向け研修 ○ 43

グローバル

海外赴任前研修 ○ ○ 28

コンプライアンス研修 ○ 28

情報管理研修 ○ 30

コンプライアンス
特別強化月間

国内向け研修 ○ ○ 30,465

北米向け研修 ○ 4,213

中国向け研修 ○ 553

APAC向け研修 ○ 690

欧州向け研修 〇 51

全世界e-ラーニング 〇 〇 〇 20,490
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戦略（姿勢・考え方、リスク認識）
  基本的な考え方

　積水化学グループは、持続経営力の向上に影響を及ぼす情報管理にかかる重大なサイバーセ
キュリティインシデント発生を回避するため、情報システムの機密性・完全性・可用性を担保するため
のシステム、および運用体制を構築しています。同時に、e-ラーニング、インシデント対応訓練等を通
じて、社員の情報セキュリティにおけるリテラシー向上に取り組んでいます。
　情報管理にかかる以下の重大インシデント発生は、企業価値毀損を引き起こすリスクととらえ
ています。
1. サイバー攻撃によるデータ搾取・破壊 
2. 大規模・長時間の情報システム障害 
3. 個人情報・機密情報漏えい、データ保護法規則違反

　現中期経営計画では、「ビジネス環境における激しいIT変化」に対応できる堅牢で持続可能な情報
セキュリティの構築・維持に取り組んできました。その結果、重大なサイバーセキュリティインシデント
は、日本国内で2020年度から6年連続、海外では2024年度から2年連続でいずれも0件を維持してい
ます。次期中期経営計画では、グループ・グローバルでのガバナンスを強化するとともに、未然防止
型情報セキュリティの確立を図り、個人情報の保護および技術情報の漏えい防止を実現します。

  情報セキュリティ方針
　当社グループでは、グループ全社の情報セキュリティ方針を策定し、社内外に公表しています。
これにより、全社でサイバーセキュリティ対策への取り組みの強化を図っています。

情報管理

情報セキュリティ方針
https://www.sekisui.co.jp/sustainability_report/basic_policies/#anc-P06

WEB
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ガバナンス
  情報管理体制

　当社グループは、サイバーセキュリティに対応する組織として、代表取締役社長が委員長を務める
「サステナビリティ委員会」のもとにCSIRT※1を設置しています。
　CSIRTでは、DX分科会を情報セキュリティにおける方針決定機関としています。本分科会の委員
長は、CISO（最高情報セキュリティ責任者）である出口好希執行役員が務めており、全社のサイバー
セキュリティ対策や重大なセキュリティインシデントについて協議します。
　サイバーセキュリティ推進部会は、分科会での決定にもとづいた施策推進を担い、実働部隊として
サイバーセキュリティセンターを配置しています。
　サイバーセキュリティセンターでは、SOC※2と連携し、ネットワークやデバイスのセキュリティ監視を
行っています。セキュリティ監視は24時間365日体制で行われ、インシデントの早期発見・早期復旧に
努めています。
　各現場事業所には1名以上の情報システム管理者を配置し、グループを包括する情報管理体制を
構築しています。組織変更や情報システム管理者に異動があった場合でも、名簿管理システムによっ
て、各事業所の情報システム管理者の有無を把握することができます。
　今後は国内でのCSIRTの運用を高度化させるとともに、海外のグループ会社においてもCSIRTの
構築を進めていきます。
※1 CSIRT（シーサート）「Computer Security Incident Response Team」の略。 
　   �企業等の組織内でコンピュータセキュリティインシデントに関する報告の受け取り・調査・対応活動等を担う専門

チームの総称。

※2 SOC（ソック）「Security Operation Center」の略。情報システムへの脅威の監視や分析のための専門組織。いち早
く脅威を検知し、CSIRTの対応・復旧活動を支援する役割を担う。

管理体制の全体像

承認報告 情報提供参加

代表取締役社長

管理・指導

各カンパニー

※Managed
　Security Service

※Operational Technology

MSS事業者※

セキュリティベンダー

SOC

報告 指示

報告 指示

社外

IPA（J-CSIP） JPCERT/CC

業務委託

積水化学
CSIRT

部所管理者

各部場所・関連会社

部長 部長
参加

参加

グループ長 グループ長

技術統括部門
（OT※管掌）

経営管理部門
（IT管掌）

デジタル変革推進部
情報システムグループ

デジタル変革推進部
情報システムグループ長

委員長：出口好希　執行役員
デジタル変革推進部担当、生産基盤強化センター所長

センター長 担当者担当者

DX分科会

サイバーセキュリティ推進部会

サイバーセキュリティセンター

サステナビリティ委員会

取締役会

システム
オーナー

報告 任命

情報システム
責任者

情報システム管理者

情報システム
担当者

支援

報告

連携
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リスク管理
  積水化学CSIRTによる保護推進活動

　積水化学CSIRTによる機密情報・個人情報・情報システムの保護活動は以下のとおりです。

Plan：計画策定・見直し 
・サイバーセキュリティ高度化計画の立案

Do：高度化計画の実行  
・海外サイバーセキュリティ対策強化 
・e-ラーニング等を活用した従業員の啓蒙活動 
・サプライチェーンに対するサイバーセキュリティ、および情報管理の徹底

Check：点検・評価
・DX分科会へのリスク評価報告、およびサイバーセキュリティ推進部会への対策活動報告

Act：改善活動
・活動実績をふまえた改善目標の設定、および実行計画の修正

指標・目標
  目標

　積水化学グループは現中期経営計画において、「サイバーセキュリティインシデントゼロ」をKPIに
掲げ、情報管理活動を推進してきました。重大なサイバーセキュリティインシデント発生による企業価
値毀損を防ぐことを目的としています。 
　活動の結果、重大なサイバーセキュリティインシデントは、日本国内で2020年度から6年連続、海外
では2024年度から2年連続でいずれも「0件」を維持しています。主要実施策の結果は以下のとおり
です。 

主要実施策

主要実施策 管理指標 現中期最終年度（2025年度）
目標 2025年度実績

サイバーセキュリティインシデント
発生時の迅速対応（国内）

検知～復旧時間 3営業日以内 3営業日

CSIRTの海外展開 海外CSIRT展開 全リージョン展開完了 全リージョン展開完了
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主な取り組み
  情報漏えいとリスクへの対策

　当社グループでは、個人情報を含むお客様の情報および機密を含む社内情報の安全を確保するた
め、システムと人的対策の両面から対策を講じています。外部からの脅威に対しては、積水化学CSIRT
のサイバーセキュリティセンターが中心となり、適切な対策を迅速に実施しています。具体的には、新た
に感染が報告されたウイルスや標的型メール等の新しい脅威を常に把握して、セキュリティ対策製品
のポリシーをアップデートしています。また、e-ラーニングによる従業員の教育や監査を行うことで、情
報漏えいの未然防止を図っています。
　CSIRTは定期的にDX分科会/推進部会を開催しています。分科会ではリスク対策の評価を報告して
います。
　また、推進部会ではリスク対策の活動内容を報告しています。その他に毎年、分科会委員向けに情報
セキュリティ事故発生時の経営判断を問う訓練を実施しています。

  主なシステム対策
　当社グループでは、主に以下のシステム対策を実施しています。
①重要な情報はデータセンターのサーバに保管し、データセンターは要塞化 
②社内ネットワークと外部、および制御系ネットワークとをファイヤーウォールで完全に分離 
③ファイヤーウォールはインターネット直接接続（リモート環境含む）でも有効なクラウドファイヤー

ウォールを導入 
④すべてのサーバとPCには次世代のウイルス対策を導入 
⑤上記②～④の3点をSOCで24時間365日モニタリング 
⑥メールフィルタ、Webフィルタを導入し、従業員のメール、インターネットの安全な利用を確保 
⑦ユーザー認証基盤を刷新し、利便性と安全性を両立

  主な人的対策
　当社グループでは、主に以下の人的対策を実施しています。 
①重要度別情報管理の徹底
②退職者、採用者向け守秘義務徹底
③全従業員への定期的なe-ラーニングの実施   
　重要な技術開発業務従事者へは別途e-ラーニングを追加実施   
④CSIRTメンバーへの机上訓練（連絡フローの確認や経営判断を問う等）を実施

  自然災害リスクへの対策 
　当社グループは、耐震・免震等の対策が施されたデータセンターに基幹システムを設置していま
す。これにより、自然災害で社会インフラがダメージを負った場合でも、業務の継続が可能です。さら
に、データセンターを複数箇所に分散設置することで、特定のデータセンターが使用不能になっても
業務が滞ることのない体制を構築しています。 また、重要業務システムの完全二重化により、業務の
完全復旧までのリードタイム短縮を図っています。

  個人情報の保護
　当社グループは、「個人情報保護方針」にもとづきお客様の個人情報を取り扱っています。 個人情報
に関する法令や規範を遵守するとともに、社内規則である「秘密情報管理規則」にもとづき自主的な
ルール・体制を構築し、適切な保護に努めています。
　また、「Webサーバの構築と管理に関するガイドライン」を設け、関係各社・各部所にて管理している
個人情報を扱うサーバの保護にも努めています。
　同時に、取り扱い情報の重要度に応じてアクセス権等管理権限を限定することで、管理を徹底してい
ます。さらに、毎年コンプライアンス特別強化月間を中心に従業員意識の向上を図り、教育を実施する
ことにより、個人（顧客）情報の取り扱いへのガバナンスの強化を行っています。

  技術情報の漏えい防止
　IT技術による漏えい防止策だけでなく、技術的機密情報を扱う部門へのリスク管理活動の導入、技
術者に対するモラル教育・研修、採用時における守秘義務教育の徹底等を実施しています。
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戦略（姿勢・考え方）
  基本的な考え方

　積水化学グループは、長期ビジョンのビジョンステートメントに
「Innovation for the Earth」を掲げています。また、ビジョン実現の
ための重要なドライバーとして、イノベーションを重視しています。
気候変動をはじめ、非常に難しくかつ喫緊の社会課題が山積する
中、新たな課題解決手段を創出するイノベーションの重要性はま
すます高まっています。
　次期中期経営計画では、長期ビジョン「Vision 2030」にもとづ
き、各事業ドメインにおいて既存事業のさらなる成長を目指す強
化領域と、新たな事業基盤を創出する革新領域を定めて、現中期
経営計画時に仕込んだ新しいテーマを成果につなげる活動を強
化していきます。 
　また、事業ドメインをまたいだ事業機会の発掘や、技術の掛け合
わせを定常的に検討する全社創発座談会を発足しました。これに
より、全社における新製品創出の強化に取り組んでいます。
　活動の源泉となるコア技術の強化については、全社で技術プ
ラットフォームを定義し、中長期的な技術強化を進めています。同
時に、社外との連携・オープンイノベーションに注力し、迅速に新た
な価値を創出することで社会課題解決力を高めていきます。

ガバナンス
  イノベーションの推進体制

　当社グループは、競争力のある技術や強化すべき技術を技術プ
ラットフォーム（TPF）として定義し、継続的に技術強化を進めてい
ます。TPFは中期経営計画ごとに見直しており、現中期経営計画に
おいては27のTPFを定めています。また、各TPFの技術強化を牽
引するリーダー人材をスペシャリティ職（S職）として任命する制度
を設けています。S職はS1職からS4職までの4段階のグレードで構
成されています。2025年度は全社で41名の技術者をS職として任
命しました。S職は各TPFの継続的な技術強化を牽引するととも
に、次の技術リーダーを育成する役割も担っています。

イノベーション

27の技術プラットフォーム図
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　イノベーションを生み出し、推進するための研究開発体制は、テーマの時間軸で2つに分かれてい
ます。顧客ニーズの獲得を発端とした研究開発テーマは、それぞれの事業環境に即して迅速な活動
ができるよう各セグメントの研究所で取り組みます。一方、中長期テーマはコーポレートが主管してい
ます。研究開発テーマの初期探索・企画と基礎技術の確立はR&Dセンターが、事業化推進は新事業
開発部が担い、事業として立ち上げた後は速やかにカンパニーへ移管できる仕組みにしています。
各セグメントおよびコーポレートには独立した知的財産部門を設けています。各セグメントの知的財
産部門と事業部門、研究開発部門とが常時連携することで、それぞれの事業領域の特性にもとづき、
競合他社に対する競争優位性を図り、当社グループの事業の拡大・成長へとつなげています。

　イノベーションの取り組み状況は、R&D委員会で定期的にモニタリングしています。経営トップを
交えて、さらなるイノベーション強化に向けた議論を進めています。

 

リスク管理
  不確実性に適切に対応するための情報収集・分析

　イノベーションにおいては、中長期的な将来を想定した活動となるため、今後さらに高まるであろう不
確実性に適切に対応しながら進めることが重要です。国内外の社会動向や技術動向等、積極的に社外の
情報を入手し、想定される未来のシナリオを描出することが必要となります。
　当社グループでは、内部のシンクタンク機関である積水インテグレーテッドリサーチが、幅広く国内外
の情報を収集、分析することで、当社グループの事業環境変化や事業継続リスクについての調査を進め
ています。得られた知見を社内の関係部署に展開、共有し、具体的な対策検討にも貢献しています。

R&D委員会の目的 
・次世代事業創出に関する全社

R&D基本方針の策定
・次世代事業創出に関する全社

R&Dテーマおよび実行計画
の策定

（2026年4月1日現在）

取締役会

各カンパニー研究所

カンパニー

コーポレート

委員長　：
副委員長：
委　員　：
事務局　：

清水 郁輔　代表取締役社長
柏原 久彦　R&Dセンター所長
各カンパニープレジデント、コーポレート執行役員
R&D戦略グループ

R&Dセンター

新事業開発部

経営戦略部

開
発
責
任
者
会
議

R&D委員会

高機能プラスチックスカンパニー
開発研究所、知的財産部

技術ブレークスルー 事業化（上市） マスプロダクション

各カンパニー
事業部

カンパニーへ移管

技術・人材交流

新事業開発部
R&Dセンター
先進技術研究所
知的財産グループ

顧客からの要望
市場ニーズを
研究開発部門へ
フィードバック

中
期
〜
長
期
テ
ー
マ

（
事
業
化
ま
で
5
年
〜
10
年
程
度
）

短
期
〜
中
期
テ
ー
マ

（
事
業
化
ま
で
2
年
〜
5
年
程
度
）

住宅カンパニー
住宅技術研究所、管理・知財グループ

環境・ライフラインカンパニー
総合研究所、知的財産センター

メディカル事業
つくば研究所、知的財産グループ

研究開発・知的財産推進体制
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指標・目標
  目標

　積水化学グループは前中期経営計画において、強化領域におけるイノベーションの指標として、新
製品や新プロジェクトの件数をKPIとして定めました。 
　現中期経営計画では革新領域におけるイノベーションのKPIとしてオープンイノベーションによる
社外連携数を定めています。積極的な社外との連携活動により、2025年度は目標を上回る連携数を
達成しています。引き続き長期ビジョンの実現に向け、強化領域、革新領域の両面でのイノベーション
強化を進めていきます。

主な取り組み
  社内外の技術融合

　当社グループは、イノベーションを実現するためには社内の各部署や社外との連携が重要と考えて
います。この考えにもとづき、社内外の技術連携を「融合」と表現して、積極的に取り組んでいます。
　社内融合については、当社グループのR&Dセンターが社内の関係部署と連携して、「コア技術融合」、

「企画融合」、「開発融合」の3つの観点から、各カンパニーとの融合を進めています。
　コア技術融合については、R&Dセンターに一本化した基盤技術の1つである情報科学において、マ
テリアルズインフォマティクス（MI）をはじめとするデータ活用技術を活用し、カンパニー開発テーマの
支援・連携を推進しており、着実に実績を積み上げています。また、実験自動化、生成AI技術など先端
技術の活用を積極的に進めており、東京大学、トロント大学等との連携にて活用の加速を図ってい
ます。
　企画融合については、社内の技術交流会を通じて、保有する技術を相互に理解することで、新しい
テーマの企画につなげる活動を進めています。
　開発融合については、コーポレートがカンパニー横断の開発テーマを支援する仕組みを通じて、融合
の促進を図っています。 
　重要な開発テーマにおける社外との融合も積極的に進めています。当社グループが開発を進めてい
るペロブスカイト太陽電池は、東京大学、京都大学、立命館大学、産業技術総合研究所等との連携によ
り国の開発プロジェクトに採択されています。さらに東京都、福島県、福岡県等での実証実験の推進や、

大阪・関西万博会場への設置を通じて、実用化に向けた開発を加速しています。
　また、カーボンリサイクル技術においても、世界最大級の製鉄企業であるArcelorMittal社とパート
ナーシップを締結し、製鉄時のCO2排出量削減に向けた共同評価の結果、当社技術の反応効率や耐久
性の観点で高く評価され、脱炭素市場を見極めながら本技術導入のタイミングを検討中です。さらに、
CO2有価物変換に向けたコスモエネルギーホールディングス社や東海カーボン社との共同検討をはじ
めとした鉄鋼プロセスに留まらないさまざまな分野への活用において、当社技術の可能性を評価いた
だいているパートナーとの複数の協業プロジェクトも検討しています。
　社外との融合については、2020年に設立した水無瀬イノベーションセンターを拠点にさまざまな連携
活動を実施しています。
　2025年度は複数の外部企業との技術交流会を開催し、延べ200名を超える規模での実施となりまし
た。最新技術の共有や課題解決に向けた議論を通じ、参加企業との相互理解と協力関係の深化を図り
ました。引き続き、社外とのオープンな技術交流・共創活動を積極的に推進していく予定です。 
　また、当社の技術強化の状況を指標化し、社外に発信することも検討しており、さらなる社外との融
合を加速することを図っています。
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  新事業創出に向けた仕掛け
　当社グループは、「Vision 2030」で掲げる社会課題解決に寄与するイノベーションを起こし続ける
ことをねらいとして、2021年、新事業開発部にイノベーション推進グループを設置しました。イノベー
ション推進グループでは、社内起業制度の運営やスタートアップ連携等による新規事業の企画・創
出、イノベーション文化の醸成に取り組んでいます。
　社内起業制度は、事業創造の実践を通じた新規事業人材の育成と挑戦風土の醸成を目的として
おり、制度を通して選抜されたテーマについては、社内外からの支援を受けながら事業化に向け取り
組んでいます。運用を開始した2023年度から2025年度の3年間で応募総数は500件に達しており、
事業化に挑戦したいという意欲が全社的に広がっていることに手ごたえを感じています。
　また、水無瀬イノベーションセンターを最大限に活用し、グループ内外の人材が多様な情報・知識
に触れ、交流や事業共創が生まれるきっかけとなる場の提供を進めています。

パフォーマンス・データ

2022 2023 2024

442

3.41 3.48

405 417

2021

370

3.20 3.26 3.32

研究開発費（億円）

年度

研究開発費売上高比率（%）

2025

456

研究開発費・研究開発費売上高比率
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知的財産マネジメント

戦略（姿勢・考え方）
  基本的な考え方

　研究開発活動の成果である知的財産は、企業価値の最大化に向けた積水化学グループの成長・
収益を支える重要な経営資源です。
　当社グループの知的財産部門は、「知的財産の創造、保護、活用を奨励し、事業の成長と企業価値
の向上に寄与すること」を目的に、「強い特許の獲得による事業競争力の確保」を基本方針とした、

「知的財産規則」のもとで活動しており、特に技術の際立ちを最大限に活かす知的財産戦略を重視し
ています。
　2026年度から開始する次期中期経営計画では、データやAIなどの活用を進め、さらなる知的財産
活動の強化に取り組んでいきます。

ガバナンス
  体制

　当社グループではカンパニー制を採用しており、各カンパニーでは近未来の収益につながる製品
開発・生産技術テーマを、コーポレートでは中長期的な時間軸で取り組むべきテーマを手掛けていま
す。そこで事業環境に即した迅速な活動推進ができるよう、コーポレートとカンパニーおのおのに独
立した知的財産部門を設けており、事業・研究開発部門と常時連携し、戦略的な知的財産活動を推進
しています。
　また、知的財産部門の活動状況はR&D委員会において定期的にモニタリングをしており、経営トッ
プを交えた議論を実施しています。

  知財専門人材の育成・キャリア構築
　強い特許の獲得による事業競争力の確保を実現するためには、高い専門性に加え、開発や事業と
の連携力が求められます。そこで、新入社員に対するブラザー制度やコーポレート・カンパニー間の
人材交流等のOJT施策や、外部研修への派遣や社外弁理士との勉強会の開催等のOff-JT施策を組
み合わせた取り組みにより、事業連携力と専門性の両面を担える知財専門人材を育成しています。
　また、これらの人材を維持、また新たに確保するための施策として、スペシャリティ職を設定し、人
材のキャリア構築を支える他、2024年度からはインターン制度を立ち上げ、採用力の強化にも取り組
んでいます。

 リスク管理
  リスク管理

　積水化学グループの各カンパニーでは、それぞれの事業環境に即し、他者の知的財産を侵害しな
いよう調査を実施しています。調査結果は事業部門や研究所に随時情報提供され、回避・予防策等
の適切な措置を講じるなどして、リスクの早期発見、最小化に努めています。

  グローバルでの継続監視と活用
　現在、当社グループが保有する知的財産は、グローバル規模で拡大しています。そこで、世界各国
における利用状況を継続監視し、当社権利の適切な活用・行使を進めていきます。
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指標・目標
  目標

　当社グループにおける各カンパニーでは、知的財産部門と事業部門、研究開発部門とが常時連携
しています。そして、それぞれの事業領域の特性にもとづいて競合他社に対する競争優位性を図り、
自社事業の拡大・成長へとつなげる知的財産活動を推進しています。
　コーポレートでは、全社共通の知的財産戦略の企画・推進を行い、全社の知的財産の最適化を目
指しています。

主な取り組み
  知的財産確保に向けた戦略的な活動

　当社グループでは、技術の「際立ち」を最大限に生かして事業へ貢献させる、戦略的な知的財産活
動を推進しています。 具体的には、知的財産情報、市場、競合情報等を用いて、研究開発テーマおよ
び事業を取り巻く競争環境を分析したうえで、適切な戦略の構築や知的財産ポートフォリオマネジメ
ント等を実施しています。

  従業員教育
　開発者一人ひとりが、自社の知的財産の維持・管理や、他者の知的財産侵害に対する回避・予防
等を確実に実施するために、基礎知識の習得から戦略構築まで、開発者それぞれのレベルに合わせ
た複数の教育プログラムを用意し、全社で知的財産に対する教育活動を実施しています。

  発明に対する正当な評価
　当社グループでは、職務発明に対する各種報奨金の支給に加え、研究者・技術者への評価・処遇
の一環として「発明大賞」制度を設けています。また、利益貢献の特に大きな職務発明に対しては、そ
の発明者の功績に報いる報奨金を支給しています。

特許保有件数

特許出願件数

0

1,500

500

1,000

（件数）

2021 2022 2023 2024 2025（年度）

858 869 840948925

0

8,000

2,000

4,000

6,000

（件数）

2021 2022 2023 2024

6,346 ６,５２９ 6,612６，１５７5,946

2025（年度）

特許資産価値（技術的価値※）の推移

2015 2017 2019 2021 2023 2025

0.96

8,037

0

5,000

10,000

15,000

0.00

0.50

1.00
(pt.) (pt.)

(年)

TR値
（特許1ファミリ当の価値）

ΣTR値

・ 2020年以降は出願をより厳選し、一時的にΣTRが減少しましたが、継続的な特許の質の向上が図られています。
※ LexisNexisの特許分析ツール 「PatentSight」の被引用件数にもとづくTR(Technology Relevance)指標か

ら、当社全ポートフォリオの合計値(ΣTR値)、平均値(TR値)を算出、「技術的価値」としています。

パフォーマンス・データ
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特許資産規模ランキング（2024年度）

他社牽制力ランキング（2024年度）

順位 企業名 特許資産規模（pt） 特許件数

1 富士フイルム 64,597.2 1,386

2 LG ENERGY SOLUTION 21,918.0 750

3 花王 19,773.8 613

4 DIC 19,661.1 373

5 レゾナック 19,394.9 599

6 三菱ケミカル 18,565.7 508

7 積水化学工業 18,134.8 559

8 日東電工 17,936.9 530

9 住友化学 17,383.1 519

10 ARTIENCE 14,951.0 300

出典：パテント・リザルト　「化学業界　特許資産規模ランキング2024」

順位 企業名 引用された特許数

1 富士フイルム 3,110

2 三菱ケミカル 1,591

3 花王 1,267

4 レゾナック 1,219

5 積水化学工業 1,007

6 日東電工 887

7 旭化成 832

8 住友化学 819

9 信越化学工業 677

10 カネカ 596

出典：パテント・リザルト　「化学業界　他社牽制力ランキング2024」
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戦略（姿勢・考え方）
  基本的な考え方

　積水化学グループにとってのデジタル変革（DX）のミッションは、長期ビジョン実現のための成長
戦略・構造改革を加速、下支えすることです。 
　当社グループは、外部環境の大きな変化を背景に、ガバナンスや労働力不足、経営データの分散、
市場変化に伴う収益力低下という4つの危機感を持っています。これらをふまえ、グローバル競争に
勝ち抜くための「手段」として、DXに取り組んでいます。 
　当社グループのDXは、「ビジネスプロセス変革」を軸に、ガバナンス革新、ビジネスモデル変革の3
つの変革を「見える化・標準化」、「生産性向上」、「高度化」の視点で進めています。これらの変革を下
支えするITシステムや人材といった基盤強化も、あわせて推進しています。
　次期中期経営計画では、これまでDXで蓄積したデータとAIなどのデジタル技術を積極的に活用し
てビジネスプロセスを革新する、成長加速フェーズにシフトチェンジします。また、グローバル経営基
盤の国内外への展開を通じたガバナンス向上と、データやIT資産などの情報資産を脅威から守る未
然防止型のセキュリティ強化も重点的に実施します。

ガバナンス
  DX全体像

　当社グループでは、「ビジネスプロセス変革」として徹底的な標準化とデータを活用した生産性の
向上を進めています。グループ・グローバルでの長期成長に向け、グローバル経営基盤、購買、営業・
マーケティングの各領域を中心に、デジタル展開と効果創出の取り組みを推進しています。グローバ
ル経営基盤の稼働や間接購買システムの活用によりガバナンスを強化するとともに、これまで仕込
んできたDXテーマの効果創出を加速しています。
　また、これらの実現を支えるため、グローバルでのサイバーセキュリティ対応体制の確立やAIを安
全・安心に使うためのガイドラインの整備も進めています。

DX

長期持続的な企業価値の向上
● ESG経営を中心においた革新と創造 ● 2020年代での業容倍増

全社目標

デジタル変革

ガバナンス（内部統制）革新 ビジネスプロセス変革 ビジネスモデル変革
重大インシデントゼロ 生産性2倍・高付加価値追求 全社最適の意思決定 継続的なビジネスモデル創出の下支え

見える化・標準化
業務標準化、ERP※導入、
インフラ・ネットワーク刷新

生産性向上
自動化/無人化、デジタル・ICT・AI利活用に

よる全業務効率化

● グローバルでの持続的な可用性　● 技術革新への追従力　● 多様化する法規制　● サイバーセキュリティ　
● 複数のデータソースの連携　● 多様な事業への対応と採算性

高度化
事務管理、内部統制、サプライチェーンの高度化

ITシステム（グローバル統合基盤）

● 既存事業を支える“守りの人材”　● 変革に必要な“攻めの人材”
IT/デジタル人材

データ堅牢性の確保
不正の未然防止

グローバル経営基盤導入
業務・システム標準化

インフラ・セキュリティ強化
事業リスク低減

業務プロセス革新
営業・マーケティング、

購買改革等

※ ERP：Enterprise Resources Planningの略。企業の会計や人事、生産業務や販売業務等の基幹となる業務を統合
し、一元的に管理するシステム。
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  DX推進体制

リスク管理
  リスク認識と対応体制

　当社グループにおけるDXの遅延や停滞は、ますます高度化するガバナンス等の社会要請への対応
が遅れるリスクにつながります。また、国内の少子高齢化により生産労働人口が減少する中、現在の人
手に頼った業務の進め方では事業の成長のみならず持続性すら保てなくなる恐れもあります。 
　このため、サステナビリティ委員会の下に、デジタル変革推進部担当役員を委員長とした「DX分科会」

を設置し、経営の観点からデジタル変革の進捗状況のモニタリングや対応策の判断を行っています。 
　また、DXの推進においては、データやITシステムの活用が不可欠であるため、情報管理にかかるリス
クへの対応が重要になります。当社グループでは、サイバーセキュリティ対応体制としてCSIRTを設置し
ており、あわせて従業員への啓発活動やインシデント訓練等も実施しています。 

指標・目標
  目標

取締役会

すべての部署

各カンパニー・積水メディカル　デジタル変革担当部署

すべての事業所、部署、関係会社

カンパニー・積水メディカル

コーポレート

サステナビリティ委員会

委員長：

委　員：

事務局：

出口好希　執行役員
          　　 デジタル変革推進部担当、生産基盤強化センター所長
各カンパニー執行役員、各カンパニー経営企画担当部署長、
各カンパニー経営管理担当部署長、
各カンパニーデジタル変革担当部署長、コーポレート執行役員、
積水メディカル経営企画部長、積水メディカル情報システム部長
デジタル変革推進部

デジタル変革推進部

DX分科会

ＤＸ担当役員
会議

プロセス
オーナー会議

主要実施策 管理指標
現中期最終年度

（2025年度）目標
2025年度実績

グローバル経営基盤の
革新

グローバル標準の業務・シス
テムモデル構築に向けた開
発状況と展開進捗

グローバル経営基盤の刷
新・展開開始、目指す業
務変革の具現化（導入拠
点）

会計領域の国内本稼働、これまでの経験
にもとづく中長期展開ロードマップの見
直し、グローバル展開に向けたERP全体
整合性確保のための追加開発

グローバル間接購買の
改革

間接材購買で目指す施策の
進行状況（展開・活用計画）

集中購買による有利購買
の実現、海外展開着手

間接購買システムの定着や蓄積データの
活用、取引適正化の活動などにより、本格
的に効果が浸透、海外展開はグローバル
経営基盤の枠組みに統合して現状調査に
着手

営業・マーケティング
業務の高度化・効率化

営業・マーケティング改革で
目指 す 施 策の進 行 状 況（カ
バー率・工数シフト）

データにもとづく営業活
動定着と顧客管理強化に
よるトップライン向上

データ活用による業務生産性とトップラ
インの向上を目指し、AIやRPAなどのデ
ジタルツールを活用した定型業務の自動
化・省力化や、デジタルマーケティング高
度化による営業領域拡大などを推進

DX人材の育成
デジタルツールやデータを活
用して効果を出す人材の確保
に向けた施策の進行状況

DX推進人材の継続的な
確保

全従業員向けにDX挑戦行動を促すリテ
ラシー研修実施、事業課題解決型人材の
育成スキームであるDX実践講座により
DXを牽引するコア人材を確保、DXバッジ
によるDX人材の可視化

デジタルによる
多様な働き方の実現

ニューノーマルな働き方の定
着とグローバルコミュニケー
ション強化に向けた施策の進
捗と利用状況

グローバルコミュニケー
ション基盤の提供と標準
端末の海外展開

新規クラウドサービスへの統合認証の順
次適用、グローバル対応のコミュニケー
ション基盤や標準端末の国内展開を継続
的に推進、海外各地域事情を考慮して標
準端末の海外展開ロードマップを見直し
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主な取り組み
  グローバル経営基盤

　グローバルに成長していく積水化学グループの戦略を支えるため、経営基盤となる基幹システム
（グローバルERP）の刷新を図っています。これにより、以下の実現を目指します。
・グローバル連結利益の最大化に向けた意思決定に必要なデータの可視化・分析
・業務標準化・効率化による間接業務の生産性向上
・グローバルでの業務標準化と可視化によるガバナンス（内部統制）向上とリスク極小化

　2025年度は、4月から会計領域の国内本稼働を開始しました。また、これまでの経験にもとづいて
中長期展開ロードマップの見直しを行い、グローバル展開に向けたERP全体整合性確保のための追
加開発を実施しました。今後、国内外への合流展開を順次進めていきます。

  購買
　グローバル購買改革として、ITシステムを使った購買業務の標準化と取引データの可視化に取り
組んでいます。
　グローバルな取引を可視化することで、不正行為の抑止や早期発見が可能となります。また、全体
最適購買を実現することにより、購買力の向上や調達コスト削減を実現します。さらに、システム導入
により低付加価値業務を極小化し、継続的にコスト削減できる仕組みや基盤の定着も図ります。
　2025年度は、間接購買システムの利用定着や取引適正化の活動を推進しました。また、蓄積され
たデータの活用による調達コスト削減や集約化による交渉力の強化も引き続き進めており、本格的
に全社へ効果が浸透してきています。

  営業・マーケティング
　当社グループでは、営業・マーケティングにかかわる業務の標準化・自動化による徹底的な効率化・
生産性向上と、営業データの活用によるトップラインの向上を目指しています。
　営業・マーケティングにかかわる業務には、各カンパニーで用いるシステムが異なっている、属人化し
た部分が多いなどの問題が発生していました。これらの問題に対し、業務プロセスをより効果的に行う
ことで、お客様により良い価値提供ができるよう、価値業務へのシフトを進めています。

　2025年度は、Webの活用を中心としたデジタルマーケティング高度化による営業領域の拡大に取
り組むとともに、AIやRPAなどのデジタルツールを活用した定型業務の自動化・省力化を推進しまし
た。
　また、DXの取り組みに必要不可欠な営業データの情報セキュリティ対策も継続的に行っています。

  DX人材
　業務の大幅な生産性向上のためには、デジタル技術とデータの活用により業務の標準化や自動
化、効率化を進めることが重要です。当社グループでは、DXを加速するため、デジタルを使って業務
課題を解決し、その活動を現場で広めていく、いわゆるDX人材の育成も進めています。
　2025年度は、全従業員を対象にDXへの挑戦を促すためのリテラシー研修を実施しました。また、
業務課題の解決をゴールとしたこれまでの6つの実践講座に加え、生成AIやBIなどのツール活用に
よる効果を短時間で体験できる入門セミナーを開始するとともに、DXバッジによる人材育成状況の
可視化も行いました。これらの取り組みを通して、すべての従業員が変革に向けて行動できるように
支援を強化していきます。

  多様な働き方
　当社グループでは多様な働き方を実現するため、事務所以外の場所（自宅・外出先等）から社内の業
務システムを活用して業務を行う働き方、『リモートワーク』を推進しています。また、グローバルでの長
期成長に向けてグローバルコミュニケーションの強化を図っています。
　2025年度は、新たに導入されたクラウドサービスについても安全・安心に利用できるよう『統合認証
基盤』を順次適用するとともに、国内を中心にグローバルで利用可能なコミュニケーション基盤や標準
端末への移行を進めました。また、標準端末の海外展開については各国の法規制や地域事情などを考
慮し、展開ロードマップの見直しを行いました。
　これらの取り組みを引き続き推進し、グループ・グローバルにおいて安全かつタイムリーな情報共有
を実現します。
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  デジタルサイエンスによる素材開発の高速化
　当社グループでは、新素材開発を取り巻く環境変化（製品寿命の短期化、資源の制約、素材への要
求多様化と研究開発加速の両立）に対応するため、デジタルサイエンスを中核とした素材開発の変
革を推進しています。中でも、データとAIを活用して研究開発を加速するマテリアルズインフォマティ
クス（MI）を、全社的な競争力強化の基盤技術として位置付けています。
　その推進母体である情報科学推進センター（I3C）では、計算科学、画像解析、評価分析、システム
設計、実験自動化といった多様な情報科学技術を融合し、素材開発の上流から下流までを一気通貫
で高度化しています。
　現在、MIを活用した開発テーマは100件を超え、フィルム製品の配合設計、電子材料向けの複合材
開発、AIを活用した抗体設計やセンシングアルゴリズム開発など、素材・デバイス・データ領域を横断
した多様な分野で同時並行的に進行しています。これらの取り組みの一部はすでに量産・市場投入
に至っており、研究開発の効率化に留まらず、顧客提案力の強化や新製品・改良品の創出といった事
業価値の創出に直結する成果として結実しています。また、MIの活用を一部の専門家に限定せず、
全社へ展開するため、当社グループでは独自のMIアプリケーション「RASIN」を展開・運用していま
す。ノーコードで利用可能なこのアプリと人材育成プログラムを連動させることで、開発者自らがMI
を活用し、自身のテーマで成果を創出できる環境を整備しています。こうした成功事例が現場から現
場へと波及することで、MI活用が組織全体に自律的に広がり、開発スピードと創造性の継続的な底
上げを実現しています。
　今後は、素材開発のさらなる高速化に加え、長期ビジョンにおける革新領域へのMI・AIの適用を加
速していきます。デジタルの力で、価値創造領域を拡大し、当社グループの持続的成長の原動力とし
ます。
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